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発　言：介護サービスに市場はあるのか
展望：外国人労働者の人事労務管理と労働法



今日も、クルマが、走っている。
地球の果てまで、クルマが、走っている。

クルマがずっと愛されるために

www．denso．co．jp

　　　　　　　　　　ケfもう、これ以上、自然を汚してはならない。
　　　　ホ　　シもう、この惑星を傷つけてはならない。

クルマが、地球とともに生きてゆくために。

そこには、デンソーの環境テクノロジー。

たとえば、ハイブリッド技術や、エンジンの効率アッフ㌔

バイオなど、クリーンエネルギーの開発。

地球がずっと、っつくために。

エンジンの燃焼効率改善 バイオなど新エネルギーの開発

　　　　　　　ホ　　　　シ
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安全な職場づくり
ゆ

　　　中部産政研

理事長束　　　正元

　職場の安全について思う所を述べてみた
い。現在、労働災害の状況は、愛知県におい
て、5月時点で死亡災害が前年比5人増（10％
増）、死傷災害は142人増（2．2％増）となっ
ている。

　また、自動車産業においては、労働組合の
データによれば、死亡災害が4名増（2倍）
の8名、休業災害、全災害とも増加している。
　ここで、災害事例を二つ紹介する。

　まず一つ目の例は、始業開始時に設備のト
ラブルが発生したが、停止をかけず、また、

安全トビラからではなく、停止スイッチがっ
いていない材料搬入トビラから入り、異常を
解除した時にローダーにはさまれた死亡災害
である。このトラブルは、毎回、慢性的に発
生しており、設備トラブルの慢性化と安全
ルールを遵守しなかった為に起こった典型的
な事例である。

　二つ目の例は、プレス機で上型を前後逆に
つけて作業した為、型と材料が破損し、腹部
に当たり死亡した災害である。これはうっか
りミスと設備的なポカヨケがない為に起こっ
た事例である。このように災害の傾向を見る

と、大きな災害につながる「はさまれ」、「巻

き込まれ」が依然、多発している。「安全は
何ものにも優先する」、これは労使共通の認
識であり、経営者も労働組合も手を緩める事
なく取り組んでいるだけに憂慮する状況であ
る。

　ここに、ある組織が行なった、安全に関す
る実態調査（約3万人、無記名）のデータの

一部を紹介する。

①Q．不安全な業務環境があるか
　A．多少も含め、ある　　　…　　90％弱
②Q．安全ルールを遵守して業務しているか
　A．一度でもも含め、遵守していないこと
　　　がある　　　　　　　　　…　　55％
③Q．ルールを守らない人を見た事があるか
　A．たまにを含め、見た事がある
　　　　　　　　　　　　　　●　●　．70％弓弓

④Q．なぜ安全ルールを優先しなかったのか
　A．　1位　　作業がやりづらい

　　　2位時間（生産）に追われる
　　　3位ケガしないと思っている
⑤Q．安全で気づいた事がある時、上司に伝
　　　えたか
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　A．あまりも含め、伝えていない
　　　　　　　　　　　　　　・　・　●40％弓重ミ

⑥Q．なぜ伝えないのか
　A．1位伝えても変わらない
　　　2位　伝えられる雰囲気ではない
⑦Q．職場の安全に対する意識はどう感じる
　　　か
　A．高いと思う　　　　　　　…　　70％
　これらのデータから色々な事が見えてくる。
まず、安全な職場づくりはまだまだ不充分で
あり、やりにくい作業、生産・時間に追われ、
安全ルールは知っていながら守られず、そし
て、それが慢性化する。もう一つは、言って
も変わらないという（思い込みもある）あき
らめ感、言い難い雰囲気がある為、不安全な
箇所、作業が摘出されない。さらには、そう
した実態があるにもかかわらず、安全意識が
高いと思っている人が多いのは、まさに安全
意識のレベルが低下していると思われ、大変
憂慮される。

　人間というのは、異常処置などの対策は出
来るだけ簡単に早く済ませたいとの気持ちが
すべからくあり、また、ルール違反の行為に
ついても、最初は、やってはいけない、危険
が伴うとの意識はあるが、度重なるとその感
性がまひしてくることも、残念ながら事実で
ある。加えてヒューマンエラーもつきもので
ある。対策を講じる上で、この点を認識して
おく必要がある。

　現在、会社のトップ層が「安全は何ものに
も優先する」という強いメッセージを出し続
けており、また、管理体制も各種安全教育も
全体として充実していると思う。しかし、トッ

プ層の思いと現場で起きている実態とは相当
な乖離があると言わざるを得ない。今まで述

べてきたことからもその点が感じ取れるし、
また、乖離を埋めるヒントもあるのではない
か。

　まず、第一に、現場の管理・監督者が、現
場、とりわけ、日頃見落とされがちな所を徹
底して見る。

　第二に、不安全箇所、やりにくい作業を洗
い出し、視える化し、計画的に改善を進める。

とりわけ、やりにくい作業や慢性的に異常が
でる設備は、ルール違反につながりやすく、
重点的に進める事が必要である。

　第三に、日常の業務の中で、とりわけ高い
生産などの繁忙な時ほど、安全についての注
意喚起を行い、どんな小さな不安全行為も見
逃さず、その場で注意をする。定期的な教育
やイベントも重要であるが、それ以上に、管
理・監督者が日常業務の中で、安全第一を言
葉だけではなく、自らの行動で、根気よく、
継続的に示すことが重要であり、これにより、
職場の真の安全意識の向上が図れる。

　こうした活動は、会社が責任を持って進め
なければならないが、一方、労働組合にも責
任と役割がある。職場の声を吸い上げ、実態
を把握し、問題があれば会社に伝え、改善を
促すのは、労働組合の大きな役割の一つであ
る。現在の状況を見るにつけ、労働組合がもっ

と役割を果たさなければならないと感じざる

を得ない。労使が一丸となって強い危機感を
持ち、取り組んでいただく事を強く期待をす
る所である。
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介護サービスに
市場はあるのか

　中央大学大学院
　戦略経営研究科

教授大橋　勇雄

介護の問題

　多くの人が40代、50代になると、何らか
の形で身内の介護に係わらざるをえなくな
る。それが仕事に影響しなければよいが、な
かには仕事を辞めなければならない人も出て
くる。ちなみに、2012年の「就業構造基本
調査」（厚生労働省）によれば、前職が正規
労働者であった者で過去5年間に家族の看
護・介護のために離職した転職者及び非就業

者は、50歳代で約5万7千人いる。これは
会社倒産・事業所閉鎖のために離職した者の
約43％にあたる。会社を辞めるまでには至
らないが、看護や介護のために仕事に集中で
きない者はさらに多いだろう。しかも、今後、

75歳以上の高齢者が増え続け、団塊の世代
が後期高齢者になる2025年頃には看護や介
護の問題はさらに深刻化し、仕事の継続に支
障を来す者が増大することが予想される。

　こうした中で介護サービスの供給体制に目
をやると愕然とする。そこは利用者にとって
使い勝手のよい市場とはいえないからであ
る。仮に今、自らの親が2週間以上の要介護

状態になったとしよう。とりあえず、会社か
ら年休や欠勤で5日間の介護休暇をとること
にする。それで片が付かなければ、会社に通
算93日まで可能な介護休業を申し込むこと
になる。その間、賃金の保証はないが、雇用
保険より40％の介護給付金を受け取ること
ができる。ここでの留意点は、介護がいつま
で続くか分からないということである。つま
り、上の休業日数は自らが介護そのものをす
る期間ではなく、家族や兄弟と相談したり、
介護サービスの関連機関に折衝したりして、
介護の体制を整える期間だと考えるべきであ
る。

介護体制のセットアップ

　まずは介護保険の適用に必要な要介護認定
の手続きに市町村の介護課を訪れる。今では
結局、親が住む地元の地域包括支援センター
に行くことを勧められるから最初からセン
ターに行ってもよい。申請後、調査員が来て、

身体の状況や環境について90を超える質問
がなされる。主治医の意見書も求められる。
ここで重要なのは、調査の際に咄嵯に質問に
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答えることがないように、前もって質問内容
を十分に調べておくことである。とかく虚勢
を張り、誰の世話にもなっていないことをア
ピールする老人も少なくないという。

　30日以内に要介護度の認定通知が送られ
てくるはずであるが、これからが大変である。

どんなサービスをどこで受けるかを決めなけ
ればならない。まずは在宅介護か施設かのど
ちらかを決め、前者ならば訪問事業所を、後
者なら施設のタイプを決める。といっても簡
単な話ではない。近くには様々な訪問事業所
があるし、施設にしても大きく分類して10
種類以上のものがある。各事業所がどんな
サービスをどんな価格と質的水準で提供して
くれるかとても分からない。まして虐待や防
災対策の状況などはなおさらである。

　ここで重要になってくるのが介護支援専門
員（通称：ケアマネ）である。真っ暗闇での
水先案内人である。認定された要介護度のも
とに被介護者にとってどんなサービスが必要
かを相談しながら計画し、他の介護サービス
事業者との連絡、調整等を取りまとめてくれ
る。ケアマネは居宅介護支援事業所、特別養
護老人ホーム、有料老人ホームなどに在籍す
るが、そのリストを市町村の介護保険課や地
域包括支援センターでくれる。

　ケアマネのリストをもらっても、そこから
適当な人を簡単に選べるわけではない。特に
注意したいのは、多くのケアマネがどこかの
サービス事業所に所属していることである。
言い換えれば、多くの事業所が被介護者の紹
介を期待してケアマネを抱えている。そのた
めに、ケアマネは利用者ではなく所属事業所
にとって都合の良いケア・プランを作成し、
紹介する傾向にある。だからといって事業所

から独立しているケアマネがいいとばかりは
言えない。ベテランで独立したケアマネもい
るが、ケアマネが余剰気味の中で経験がまだ
不足している人もいるという。

　現状では適切なケアマネ選びにはロコミ情
報を利用するほかなさそうである。評判のい
いケアマネがいるかなど、クリニックの主治
医や看護師、ソーシャルワーカー、または現
に介護サービスを受けている人に訊いてみ
る。あるいは、評判のいい事業所の情報をえ
たら、直接そこを訪れ、所属するケアマネを
利用することもありうる。それでも、ケアマ
ネ選びに失敗し、提供される介護サービスが
不満ならば、ケアマネの変更も可能である。
居宅介護支援事業者や地域包括支援センター
にその旨を相談するのがよい。ただし、ケア
マネにしても所属事業所からは強いサービス
の要請を受け、行政からはサービスの削減を
指導されていることに留意したい。

　政府は地域包括支援センターを軸に地域密
着型の在宅介護を幅広く展開しようとしてい
る。その結果、訪問介護は居住地域の事業所
に限定されよう。しかし、地域内であれば、
事業所の選択は自由であるし、その変更も困
難ではない。また利用者の負担金も介護保険
制度の下でサービスごとにきめ細かく決めら
れ、事業所間の差は小さい。電力や水道など
の公共料金に近い。

　施設や高齢者向け住宅は地域を超えて幅広
く選択できるが、負担額に大きな差がある。
特別養護老人ホームや介護老人保健施設、ケ
アハウス、グループホーム等は自治体からの
助成を受けているために安価に利用できる施
設であるが、家庭環境、在宅復帰の可能性、
認知症の症状などの条件によって入所が決め
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られる。また運と待ちの時間も必要であると
される。サービス付き高齢者住宅は、主に自
立できるか、又は軽度の要介護状態の者を受
け入れている。結局、一般の人々にとって在
宅介護が不可能なほどの要介護状態にある者
を速やかに受け入れてくれる施設は、豊富な
種類があるように見えるものの、介護付き有
料老人ホームに限定されよう。

　有料老人ホームにかかる費用は、様々であ
る。たとえば、入居一時金は数百万円から数
億円までの幅がある。しかも償却額や期間も
異なる。入居して3年で退去した場合、返却
がゼロになる施設もある。一時金を低くしよ
うとすると、毎月の支払い額が高くなり、親
の年金を上回る額の負担について親族で相談
しなければならなくなる。こうした入居一時
金の存在は、不満があるからといって自由に
施設を変更できないことを意味する。

介護サービス市場とは

　サービス市場が競争的に機能するために
は、幾つかの要件が満たされる必要がある。
第一に、市場に参加する売り手と買い手が多
数存在し、価格が需給に対してスムーズに変
動しうること、第二に、取引されるサービス
の内容や質に大きな差がないこと、第三に、
サービスの価格や質についての情報が市場の
参加者に容易に伝播されること、第四に、買
い手と売り手が自由に市場に参入でき、移動
できること、である。上の議論から明らかな
ように、現実の介護サービス市場がこれらの
要件を満たしているかどうかは怪しい。介護
保険の報酬制度の下での料金体系、多額の入
居一時金、サービス提供事業所と結びつくケ
アマネ、補助金と税制優遇など、とても介護

サービスの市場を競争的であるとは言えな
い。この背後には2000年の介護保険制度の
成立までは介護が家族内の問題として扱わ
れ、そこから落ちこぼれた問題は措置として
捉えられていたという事情があることは言う
までもない。

　今後、2025年問題にむけて会社の人事部
と労働組合は介護問題について現状を踏まえ
て何ができるかを真剣に考える時期に来てい
るように思われる。少なくとも、介護サービ
スに関する適切な情報提供の仕組みや丁寧な
相談体制を整えることは必要に思われる。

〔筆者は中部産政研顧問〕
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【筆者紹介】

大橋　勇雄（おおはし・いさお）

1945年　愛知県生まれ

◇学歴／職歴
　1968年3月
　1970年3月

1973年3月

1979年7月

ユ973年4月～
1975年1月～
1976年4月～
1980年1月～
1983年10月～
1990年3月～
1999年4月～
2008年4月～
2007年5月～
　2013年3月

名古屋大学経済学部経済学科卒業
名古屋大学大学院経済学研究科経済
学専攻修士課程修了（経済学修士）

名古屋大学大学院経済学研究科経済
学専攻　博士課程の単位取得退学

経済学博士の学位授与（名古屋大
学、論経済博第15号）
名古屋大学経済学部助手
名古屋市立大学経済学部講師
名古屋市立大学経済学部助教授
筑波大学社会工学系　助教授
名古屋大学経済学部助教授
名古屋大学経済学部教授

一橋大学大学院経済学研究科教授
中央大学大学院戦略経営研究科教授

厚生労働省労働政策審議会職業安
定分科会会長

◇最近の著作
　論文「日本の最低賃金制度について一欧米の実態
　　　　と議論を踏まえて」『日本労働研究雑誌』
　　　　2009年12月号。
　編著r労働需要の経済学』ミネルヴァ書房、2009年。
　共著（中村二朗）『労働市場の経済学』有斐閣、
　2004年。
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労働組合への期待

　　愛知製鋼株式会社

取締役会長安川彰吉

1．はじめに

　昨年度の日本経済は、安倍政権が矢継ぎ早
に放った3本の矢の効果もあり、株価は上昇、

為替もそれまでの1ドル80円前後から一気
に100円台にまで推移するなど、久々の「円
安株高」に沸いた年であった。

　これらの追い風を受けて、多くの、特に輸
出型企業で最高益を記録するなど、企業収益
の回復とともに雇用環境も緩やかに改善し
た。今年の春闘では、多くの労働組合がベー
スアップを要求、そして多くの企業がそれに
応える回答をした。企業マインド、消費者マ
インドとも、国内経済の好況を実感し始めて
いる証拠であろう。

　今年度も、基本的にはこの良好な景況は継
続すると見られるが、一方で、消費税率引き
上げの影響や、また、モノづくり企業におい
ては、原材料価格や燃料費、電気料金の上昇
による収益悪化の懸念などもあり、決して楽
観できる環境ではないことも事実である。

　企業を取り巻く環境が大きく変化するこの
ような時代を社員と一丸となって乗り越えて

行かねばならない企業にとって、労働組合の
存在は重要で、労使相互の信頼と協調は欠く
事のできない重要な経営ファクターである。

2．戦後の労使関係

　終戦直後の復興期は、憲法第28条の制定
で、労使関係の基本法が整備され、「団結権」

「団体交渉権」「団体行動権」という労働三権

が確立された。壊滅的であった日本経済の下、

労働者の生活は困窮を極めており、労働運動
の争点は、生活を守るための雇用維持と生活
条件闘争を中心に、労使がそれぞれの主張を
打ち出し、激しい紛争が繰り広げられた。

　高度経済成長期には、日本的経営の特徴で
あり、「三種の神器」と言われた、「終身雇用」

「年功制」「企業別労働組合」が形成され、こ

れにより、労使関係は安定した雇用関係を生
み出し、それが高い経済成長を担う柱となっ
た。労使交渉の主な争点は、経済成長に見合っ

た賃上げ、労働環境の改善であったが、この
ころから、争議行為が減少し、協調的な要求
型労働運動に変化してきた。

　その後、安定成長期以降においては、オイ
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ルショックなどがあり、労使の争点は生活防
衛に関する要求が中心となり、バブル崩壊後
は、正規労働者の減少などから、雇用の安定
や、ワーク・ライフ・バランスの適正化を要
求する運動が繰り広げられている。

　このように、時代背景と共に、労働運動の
形態も、交渉の争点も変化してきたが、今日
の日本企業の繁栄があるのは、どのような社
会環境下においても、労使が「企業の発展＝
労働者の生活向上」という共通の価値観で建
設的に協議するという、日本的経営、日本的
労使関係によるところが大きかったであろ
う。

3．現代の労使関係と共同で
　　解決していくべき課題

　しかし昨今では、この労働組合や、労使関
係に大きな変化が現れている。

　1つは組合組織率の低下である。1949年
には55％強であった組織率が、年々下落し、
2012年には17％台にまで落ち込んでいる。
連合（日本労働組合総連合会）が「2020年
をめどに1000万人を目指す。」としている組
合員数も、厚生労働省の調査によると、1994

年の1270万人をピークに、2011年に1000
万人をきり、2012年には989万人となって
いる。「労働組合の存在感」に疑問を投げか
ける声もあるが、それだけの問題ではないと
考える。労働組合の機能発揮には、「団結力」

が欠かせない。かつて「日本人らしさ」とし
て評価を受けてきた人と人との「絆」、これ
が昨今の日本社会において希薄になり、遂に
は切れてしまうという「崩壊現象」が起きて
いるのである。これは労働組合のみならず、
企業内部や労使関係、ひいては日本社会に

とっても真剣に考えねばならない由々しき問
題である。

　2つ目は働く人や方法の多様化である。
　パートタイム労働者の組合員数だけをとっ
ても、2007年の59万人から、2012年には
84万人にまで増加している。また、雇用全
体における非正規従業員の割合も全体の35％
にまで増加しており、「終身雇用」の日本に

おいても、そもそもそれを前提としない働
き方の労働者が1／3を占めているのだ。ま
た、65歳以上の労働者雇用、女性の社会進出、

外国人労働者増加などのダイバーシティー、
あるいは処遇における成果主義など、雇用関
係の個別化、複雑化が進み、個別の労働紛争
も増えている。このように、労働組合や会社
が考えねばならない課題も多様化しており、
また、新しい課題は、組合側だけや、企業側
だけで解決できないものも多い。

4．企業経営と労働市場の変換点と
　　労使関係

　前項で挙げた2つの変化点に加え、現在、
我が国の企業経営と労働市場において、構造
的な変換点が更に2つある。

　1つは企業のグループ連結経営とグローバ
ル化である。企業側の発展の形もまた多様化

しているのだ。2000年3月期からグループ
連結会計がスタートし、本格的なグループ連
結経営の時代が始まった。また、現代ではグ
ローバル化への対応を考えずして、企業の発
展を語ることはできない。

　2つ目は、団塊世代の引退や少子高齢化
により、労働力需給が供給過多から、構造
的、慢性的な人手不足に転換しつつある点で
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ある。特に労働集約型のサービス産業でその
傾向は顕著である。「モノづくりの日本」も、

今日では、こうした非製造業が雇用の7割以
上を占めている。労働需給の逼迫は日本経済
にとって企業の成長を妨げる大問題である。
　グループ連結、グローバル経営を掲げる企
業側にとって「人材の確保」と「グループ求
心力の向上」は必須の課題である。本来、労
働組合と企業は異なる原理を持ち、自らの利
益を主張し、激しく対立する立場であるが、
企業は事業拡大や質的向上で発展し、それに
より労働者は安定した雇用と収入、生活の向
上を得るという点において、企業と労働者の
向いているベクトルは同一一である。立場こそ

違え、両者の目指すところは同じなのである。

労使双方が、現在の相互の多様化と変化を理
解しあうことが、この変換点を乗り越える重
要なポイントである。

【筆者紹介】

安川　彰吉（やすかわ・しょうきち）

1946年愛知県生まれ

◇学歴／職歴
　1969年5月　東京大学工学部卒業
　1969年6月　トヨタ自動車工業株式会社入社
　（1982年7月　トヨタ自動車株式会社に社名変更）
　1999年6月　トヨタ自動車株式会社取締役就任
　2003年6月　トヨタ自動車株式会社常務役員就任
　2004年6月　豊田工機株式会社取締役副社長就任
　（2006年1月　株式会社ジェイテクトに社名変更）
　2006年6月　愛知製鋼株式会社取締役副社長就任
　2008年6月　愛知製鋼株式会社取締役社長就任
　2011年6月　愛知製鋼株式会社取締役会長就任

◇その他
　2014年4月藍綬褒章　受章

5．おわりに

　戦後の動乱期を経て確立した、成功モデル
としての「相互信頼」という日本的労使関係
が、新たな時代の変換点で大きな岐路に立た
されている。日本企業の強みは「人」と「絆」

であり、「人」は企業の最大の財産である。
人を育て、その能力を最大限に発揮できる職
場環境や、仕組みを作ることにより、労働者
は幸せに働くことができ企業が発展する。こ
の原則はいつの時代も変わらない。終戦後の
大きな変換点を乗り越えたこの原点に立ち返
り、製造業、非製造業を問わず、人と人との絆、

組合と企業の絆で、労使が一体となり、いろ
いろな意味での、物理的、質的な生産性を上
げていくことが、経済、雇用、賃金の持続的
な発展のカギではないであろうか。
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労組による三つの対話が

日本を強くする

1．労組が果たすべき「三つの対話」

　労働組合の存在感がなくなって久しい。組
織率は年々低下して17％台になり、社会の
中で労働組合は何をしているのか見えなく
なっている。また、企業内においても、パー
トや契約社員などの非正規社員の組織化が進

んでいないために、「従業員の多数を代表す
る組織」ではないところも出てきている。経
営側も人事施策に気をつかっているため、変
な問題はあまり出てこない。そのような状況
を見ていると、多くの従業員が「労組なしで
も困らないのではないか」と思うのも当然で
ある。

　しかし、問題がまったくない現場はあり得
ない。職場では、日々、様々な課題が発生し、

働く人々はそれに翻弄されている。「いい仕
事をしたい」と思っているのに、余計な雑音
によって妨害される。何気ない言葉が誤解さ
れて伝わったり、お互いに「言ったつもり」「聞

いたつもり」になり、大事なことが抜け落ち
たりする。

　表面的にはうまくいっているように見える

　　　　　∬瓶
　　　　　　　ゼ愚醤
　　ヂ備　　　　　　　、糠　　　’　　腰夢
　　　　桝噸簸冨

　　法政大学大学院
イノベーション・マネジメント研究科

教授藤村博之
職場でも、中に入れば必ず何かが起きている。

それをていねいに拾って、解決してくれる組
織があった方が、経営側にとっても従業員に
とっても有効である。このような役割を担っ

てきたのが労働組合であり、これからもその
役割の重要性は変わらない。

　では、労組は企業内だけで活動していれば
いいかというと、決してそうではない。労組
には、社会の中で一定の影響力を発揮するこ
とも求められている。そこで、これからの労
働組合の役割を、①現場との対話、②経営と
の対話、③社会との対話という「三つの対話」

から整理してみたい。通常の労使関係にお
いては、「現場」と「経営」が意識されるが、

そこに「社会」を加えることによって、労組
の役割を立体的にとらえられるようになり、
労組の課題がより明確になるはずである。

2．現場との対話

職場に顔を見せなくなった労組役員
　現場は労働組合活動の原点である。組合員
は、より良い製品・サービスの創造に向けて
日々努力している。企業をとりまく環境は、
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毎日のように変化しているため、現場では常
に新しい課題が発生している。現場を見ずし
て、労働組合活動を語ることはできない。
　しかし、最近の労組役員は、以前ほど頻繁
に現場に行っていない。組合員の減少にとも
なって専従役員の数が減り、専従役員ひとり

当たりの負荷が上がっているため、担当する
仕事量が増えていることが直接の原因であ
る。一日中パソコンの前に座って文書を作り、

メールで組合員に配信するという仕事に明け
暮れている専従役員が多くなっている。

　でも、これで本当に労働組合活動をしてい
ると言えるだろうか。意識調査などで組合員
の声を聞くと、「労組を身近に感じることが
できない」とか「労組は何をしているのかわ
からない」といった意見が出てくる。ふだん
から労組役員が職場に顔を出し、何かと話題
を提供していれば、このような意見は出てこ
ないはずである。役員は、できるだけ頻繁に
職場を訪れ、組合員に顔を見せ、対話する必
要がある。

　労働組合活動の主要部分を担っているのは
非専従役員である。自分の仕事を持ちながら
労組役員としての役割を果たすことを求めら
れるのだから決して楽ではない。以前は、労
組活動に理解のある管理職が随所にいたた
め、仕事の負荷を少し減らしてくれたり、時
間的な配慮をしてくれたりした。しかし、最
近は、「仕事の成果」を求められることが多
くなり、管理職の配慮も少なくなっている。
自らの給料は担当している仕事の成果で決ま
るのだから、何はさておいても仕事に精を出
さざるを得ない。しかも、仕事量は残業なし
で終わらせられるほど少なくない。結局、労
組役員としての活動は後回しになってしま

う。

　では、どうすればもっと職場に行くことが
できるだろうか。一つの工夫は、昼休みをう
まく使うことである。昼休みが始まる少し前
に職場を訪ね、仕事が一段落している組合員
に声をかける。場合によっては、昼食を一緒
に食べに行って話をすることも一つの方法で
ある。昼食から戻ってきた組合員をつかまえ
て、話すのもいいだろう。昼休みの時間をう
まく使って、一人でも多くの組合員と対話の
機会を持つことが重要である。

コミュニケーションがすべての基本
　現場では、日々多くの問題が起こっている。

長時間労働とその結果としてのメンタルヘル
ス不全、セクハラやパワハラなどのハラスメ
ント、ワーク・ライフ・バランスの実現のた
めの課題、いまだに残る女性差別の傾向な
ど、労組が取り組まなければならない課題は
多い。問題がないように見える職場でも、中
に入っていけば、気になることはたくさん出
てくる。これらの課題に対して効果的に対処
するには、組合員との対話が欠かせない。コ
ミュニケーションの重要性が改めて問われて
いる。

　コミュニケーションとは、わかり合おうと
するプロセスである。私たちは、相手に伝え
たいことがあるときやわかってほしいことが
あるとき、言葉を介して自分の意思を伝え
たり、相手の考えを確かめようとしたりす
る。言葉の体系は人によって違うので、相手
が持っている言語体系を考慮しながら言葉を
組み立てる必要がある。これを無視すると、
「言った」、「いや聞いていない」という不毛

の争いに陥ってしまう。年齢が大きく離れた

一 12一



社員とのコミュニケーションが難しいのは、
両者が持っている言語体系が異なるからであ
る。お互いの言語体系の違いに配慮し、言葉
を補いながら説明する努力が必要である。
　以心伝心という言葉があるが、幻想である。

話さなければ思いは伝わらないし、伝えたい
ことは繰り返し話さないと伝わらない。熱意
をもって繰り返し話すことでしか、職場のコ
ミュニケS－一一ションは良くならない。

職場のコミュニケーションを活発にするために

　現在、職場には、雇用形態の異なる人たち
が入り乱れて働いている。自労組の組合員は
少数で、契約社員やパートなどの非正規雇用
者、派遣社員のように他社に雇用されて当社
で働いている人たち、あるいは、グループ会
社から出向してきている人など、多様化の程
度は半端ではない。労組が昼休みに職場集会
を開くとき、誰を呼ぶのか、組合員以外に聞
かせてもいいのか悪いのかなど、職場委員は
頭を悩ませる。

　雇用形態の多様化という事実を前にして、
労組はどういった行動を取ればいいのだろう
か。本来ならば、同じ職場で働く人たちを全
員組合員にすべきであろう。しかし、それを
直ちに実現するのは現実問題として難しい。
だとすれば、せめて職場の仲間が全員一堂に
会して話し合う場を設定することができるの
ではないだろうか。

　雇用形態の違いを超え、同じ職場で働く仲
間として、現状の問題点や解決策を話し合う
場を定期的に開催する。すると、組合員以外
の人たちからいろいろな意見が出てくる。そ
れらをていねいに拾い上げ、労組内で検討し
て経営側にぶつけていくと、もっと働きやす

い職場になるはずである。

　組合員だけが会社を支えているのではな
い。働く仲間みんなが、それぞれに役割を担っ

ているのである。労働組合は、職場の活発な
コミュニケーション実現のために先頭を切っ
て行動する必要がある。

3．経営との対話

経営との対話の実態
　経営者は、しばしば「裸の王様」になる。
通常の経営組織では、都合の悪い情報は組織
の途中で止まってしまい、経営者には「いい
情報」しか上がらないからである。この弊害
を少なくするには、労働者の声を経営者が直
接聞く場が必要である。第一線で働いている
従業員が疑問に思っていることや、こうした
方がもっと上手くいくと考えていることを収
集し、企業経営に反映した方が得策である。
その一つの方法が労使協議である。

　厚生労働省が5年おきに実施している『労
使コミュニケーション調査』を見ると、労使
協議は、1990年代半ば以降、衰退傾向にある。

1972年の第1回調査では60％を超えていた
労使協議機関の設置割合が、1989年58．1％、

1994年55．7％、1999年41．8％と低下し、
2004年には37．3％、2009年に39．6％になっ
た。事業所に労働組合があれば、2004年で
も85．0％という高い設置率になっているが、

労組のない事業所での設置割合は低下傾向に
あり（1989年38．7％、1999年17．1％、2004
年15．0％）、2009年には19．9％になった。

　労働組合のない事業所での設置率低下は、
労働組合の社会における存在感の希薄化が影
響していると考えられる。希薄化の現れの一
つが組織率低下である。1975年以降40年近
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く、労働組合に組織されている労働者の割合
は低下している。1994年まで対前年で増加
していた組織人員数も、1995年に減り始め、

2013年には988万人になった。ピーク時の
1270万人（1994年）に比べると、実に282
万人減少したことになる。
　労組の存在感が小さくなっているもう一つ
の理由は、労使関係の安定である。1970年
代までの労働組合は、経営側と対立する場面

をストライキという形で社会に対して見せ
てきた。ストによる労働損失日数を見ると、

1952年に第二次大戦後最高の1510万日を記
録したあと、1970年代初めまでは200万日
から600万日の間で推移していた。その頃の
日本企業にとって、ストライキによる操業停
止は、決して特別なことではなかったと言え
る。労働組合がストライキを打つ姿を横目で
見ていた未組織企業の経営者たちは、従業員
の不満を吸い上げる手段として労使協議機関
に注目し、率先して設置したと考えられる。

　しかし、労働損失日数は、第一次オイル
ショック後の1974年に966万日、1975年に
801万日を記録したあとは減少の一途をたど
り、1990年14．　5万日、2000年3．5万日と激

減し、2012年にはわずか3839日になった。
現在の日本社会では、ストライキは特殊な行
為であり、経営者の頭から「従業員の意見を
聴きながら経営をしないとたいへんなことに
なるかもしれない」という意識が遠のいてし
まった。それが、労組のない事業所における
労使協議機関の減少につながっていると考え
るのは、無理のない推論であろう。

労働組合に対する人材供給に配慮する
　日本の労働組合は、組合数で見ても、組合

員数で見ても、9割以上が企業別組合であ
る。従業員の中から組合役員を出すのが一般
的であり、企業の事情に左右される部分が多
い。労働組合という組織が企業内にあること
によって、経営側も相当な恩恵を受けている。

事実、一部の経営者は労働組合の存在価値を
重視し、健全な対応勢力としての役割を果た
せるように、特に人材面で配慮している。こ
れは「御用組合」にすることを意味しない。
現場でおかしいことが起こっていたら、経営
者に「おかしいそ」と直言できる組織であっ
てほしいからこそ、労働組合を支える役員た
ちの登用において経営側も配慮するのであ
る。

　バブル崩壊後、正社員を極力少なくしてき
たため、労働組合役員の供給源が細くなって
いる。そのような状況下で、経営側が優秀な
人材を囲い込んでしまうと、カウンターパー
トである労働組合の人材が枯渇することにな
りかねない。労使は車の両輪だと言われる。
片方だけ強くなると、バランスが崩れ、組織
運営がうまくいかなくなる。労働組合に優秀
な人材が供給されるように、経営側の配慮が
求められる。

労使協議の重要性を再確認する
　最近、経営側に労使協議を軽視する傾向が
見られる。また、労働組合についての認識が、

対等なパートナーから経営施策を円滑に実行
するための一機関に変化しているような調査
報告もある。労使協議は、経営者にとって、
現場の生の声を聞ける数少ない機会であるこ
とを再確認しなければならない。

　経営者の中には、「自分は毎日のように現
場をまわっているから、現場の状況はちゃん
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と把握している」と考えている人がいるかも
しれない。しかし、社長が現場を視察すると
き、通常は事前に周到な準備がなされる。ふ
だんは飾られていない花が飾られ、いつもは
雑然としている職場がその日だけ整理整頓さ
れる。社長が見ているのは、作られた現場で
あって本当の現場ではない。現場の本当の姿
は、そこで働いている人たちに聞かないとわ
からない。

　経営のトップに立つと、現場の情報が得ら
れにくくなる。通常の職制のルートで上がっ
てくる情報は、さまざまなフィルターを通っ
ているため、新鮮さに欠ける。その点、労働
組合のリーダーと直接話ができる労使協議会
は、経営者にとって現場の本当の姿を知る絶
好の機会である。会社によって慣習が違うの
で、社長が出席することが必須であるとは言
わないが、経営層が労使協議会に意欲的に出
席することは、質の高い経営を実現するため
の必要条件である。

4．社会との対話

USRという考え方
　労働組合は社会的に意味のある活動をする
団体だからこそ、法律で活動が保護されてい
る。もし、社会の発展に貢献するような活動
をしないのならば、法律上の保護規定がなく
なる可能性がある。労働組合には社会的な責
任（USR；Union　Social　Responsibility）が

課せられている。この観点から「社会との対
話」をとらえてみたい。

　では、何が労働組合の社会的責任だろうか。

私は、日本を住みやすい社会にするために活
動することだと考える。具体的には、①政治
の場に働く者の声を反映させること、②ボラ

ンティア活動など地域社会の活動を組織した
り参加したりすること、③正社員をもっと雇
うように経営側に働きかけること、④労働組
合員を増やすことの4点をあげておきたい。
①政治との積極的な関わり

　社会の仕組みを決めるのは政治である。国
会の議決によって法律が決まり、地方議会に
よって条例が制定される。公正公平な社会運
営のためには、働く者の声を何らかの形で政
治に反映する必要がある。組合員の思想信条
の自由は尊重しながらも、政治に一定の影響
力を持つことが重要である。ただ、気をつけ
なければならないのは、自分たちの既得権益
を守るための活動であってはならない点であ
る。社会全体にとって何が最適かを考えなが
ら行動すれば、労働組合に参加していない人
たちの賛同も得られやすくなる。政治活動に
取り組む際、「自分たちさえよければいい」
という態度を捨てなければならない。

②地域社会に根付いた活動

　政治と同時に大切にしなければならないの
は、地域での活動である。労働組合は、昔か
らボランティア活動や地域社会の活動に熱心
に取り組んできた。ボランティア活動は、そ
れほど大げさなものではなく、「ちょっと手
伝う」という感覚で取り組むとよい。地域住
民とともに、できることから少しずつ変えて
いければ労組の社会的な存在感が出てくる。

足下からよくしていくことがUSR実践の近
道である。

③正社員を増やす

　バブル崩壊後の不況の中で、企業は正社員
の雇用を増やさず、パート、派遣といった非
正規雇用労働者を多数雇用することで対処し
てきた。そのような行動は、一時避難として
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は仕方のないところであった。しかし、景気
が回復した後も正社員を増やさないという行
動は問題だ。今のままの仕事分担があと3年
も続くと、自社の競争力を支えている技能・
技術・ノウハウが社内で継承されず、重大な
競争力不足に陥るのではないかという懸念は
多くの従業員が共有するところである。この
状態を看過してはいけない。現場のことを最
も良く知っている労働組合が声をあげなけれ
ば、手遅れになる可能性がある。若年層を正
社員として雇い、技能・技術・ノウハウの継
承に取り組むよう経営側に働きかけること
も、労働組合の社会的責任の一つである。

④組合員を増やす

　USRの4つ目は、組合員を増やすことで
ある。労働組合の勢力を拡大するためではな
く、企業や社会の中で発言するルートを持た

ない人たちを減らしていくことが目的であ
る。労使関係分野のこれまでの研究を見ると、

経営者と従業員が話し合う場を持っている企
業の方が外的なショックに強く、市場での競
争力も高い。もちろん、労働組合がなくても
労使の話し合いの場を作ることは可能だが、
労組という組織形態をとっていた方が法律上
の保護もあって労使双方にメリットが多い。
より質の高い企業経営を実現する上で、労組
の果たしている役割は決して小さくないので
ある。

　労働組合に入ることは、社会の中での発言
ルートを持つことにつながる。産別やナショ
ナルセンターは政治的に一定の影響力を持っ
ているし、労組活動を通して地域社会との結
びつきを強めることも可能である。個人では
できないことが、労働組合という組織を通す
ことによってできるようになる。これが個人

の疎外感を軽減し、より住みやすい社会の実
現につながっていくと考える。

　労働組合は、様々な可能性を持った組織で
ある。日本社会の財産であるという自覚を持
ち、より住みやすい社会にするという使命を
帯びている。持っている力を自覚し、役割を
とらえ直すことで労組の存在感は高まってい
くと考えられる。
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労働組合と企業の
ソーシャル・キャピタル

の形成
　ノ繍1瀦 燃
大阪府立大学経済学部

教授野田　知彦

1．企業別組合の特質

　いうまでもなく労働組合とは、労働者の利
益を代表し、またそれを守る組織のことであ
る。日本の企業別労働組合では、労働者の利
益を守るという意味が西欧の労働組合とはか
なり異なっている。西欧諸国において、労働
組合は多かれ少なかれ、企業の外で賃金や労
働条件を決めるいわば公共的な機能を持って
いる。日本とは異なり西欧では、労働組合は
企業の外側で組織される労働者の団体であ
り、通常産業レベルで団体交渉を行って、労
働協約を締結し、それを個別企業や労働者に
強制する存在である。労働政策研究・研修機
構（2013b）によれば、組織率が高いことで
有名なのは、スウェーデンであるが、労働組
合は職種別に産業横断的に組織されており、
組合の組織率は低下傾向にあるものの、2008
年時点71％とかなり高く、いわゆる連帯賃
金制度などに大きな影響を持っていると考え
られる。組織率が低いことで有名なのはフラ
ンスで、労働組合組織率は約8％に過ぎない
のであるが、労働協約の適用率は高く、労働

組合組織率が低下している中でも、労働組合
の存在感が認識され、それを社会的にサポー
トする法制度と連帯の意識が形成されている

といえる。このように西欧では労働組合は企
業の枠を超えた労働条件の決定に大きな影響
を及ぼしている。

　一方、労働組合のほとんどが企業別組織と
なっている日本では、労働組合が守るべきは
第一義的には企業の枠を超えた労働者の利益
ではなく、いわば「社員」の利益であるとい
える。過去には春闘での賃上げがそれなりの
波及効果をもたらしていたので、日本の組合
も、一定の企業の枠を超えた公共的な機能を
果たしていたのであるが、今やそれも失われ
つつある。そもそも西欧には、ギルドに基づ
いた職業別の労働市場が形成されているとい
う歴史的、伝統的な背景があり、日本にはそ

れがないことが、日本と西欧の労使関係の違
いを生んでいる。日本の労働市場では「ジョ
ブ」というような概念がいまだ十分には確立
されておらず、今のところ労働者が「ジョブ」

でつながるというような基盤（制度的、文化
的背景）を持たない。そもそも戦後の日本の
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労働組合が強く求めたのは、企業内での職員
と工員の身分差別の解消であって、金業の枠
を超えて労働者として幅広く連帯することで
はなかった。

2．企業内ソーシャル・キャピタルの
　　形成とその効果

　このような歴史的な背景を頭に入れたうえ
で、現実的に日本の企業別組合に求められる
のは、職場で地に足のついた活動を行うこと
であるが、日本企業の職場の現状を省みれば、

それは企業内のコミュニケーションの活発化
に尽力することである。この職場のコミュニ
ケーションを活発化するということは、企業
内でのソーシャル・キャピタルの形成という
フレームワークで捉えられる。

　よく知られているようにソーシャル・キャ
ピタルは、米国の政治学者のロバート・パッ
トナムが提唱した概念であり、彼はソーシャ

ル・キャピタルを「信頼・規範・ネットワー
クといった社会組織の特徴であり、人々の
協調行動を促進することにより社会の効率
を高めること」と定義している（Putnam，
1991，p．167）。ソーシャル・キャピタルと言

う概念は、地域間の経済格差や貧困の原因を
分析するために、地域のコミュニティー、国
家、社会集団内のネットワーク、コミュニケー

ションのあり方などに対して用いられたもの
で、社会学や政治学などの分野で用いられて
いた概念である。そして、近年では、ソーシャ

ル・キャピタルの形成が個々人の健康状態に
も強く影響を与えることが指摘され始め、社
会疫学や公衆衛生の分野でも急速に研究され
るようになってきた。
　また、Cohen，　D．　and　Prusak，　L．（2001，p．7）

は、企業におけるソーシャル・キャピタルの
重要性を指摘し、「ソーシャル・キャピタルは、

人々の間の積極的なつながりの蓄積によって
構成される。すなわち、社交ネットワークや
コミュニティーを結びつけ、協力行動を可能
にするような信頼、相互理解、共通の価値観、

行動である」と定義し、「この種のつながり
に支えられることによって、協働やコミット
メントが可能になり、知識や才能を活用しや
すくなり、一貫性のある組織行動も可能にな
る」としている。

　人々の信頼関係や協調的な行動が活発にな
ることが社会の効率性を高めるという考え方
に基づいて、社会の信頼関係やネットワーク
形成の重要性を説くソーシャル・キャピタル
の考え方は会社の内部においても十分にあて
はまると考えられる。

　ソーシャル・キャピタルの形成が企業活動
で効果を発揮した例としては、日産の例が挙
げられる（稲葉，2011）。日産では、企業再
建の過程で、課題別に全社横断的なタスク・
フォースを作り、経営トップに直接提案を報
告させ、成果を人事考課にも反映させるやり
方を採用した。これにより、それまでバラバ
ラに思考・行動していた社内の各部門に一体
感を持たせることに成功したが、これは社内
のネットワーク構築を企業再建のテコにした
ことを示している。

　また、日本企業の長期停滞の原因として、
企業内部のコミュニケーションの希薄化を挙
げている論者もいる（稲葉，2011）。日本企
業の多くは、それぞれの事業部が独立した1
会社のように扱う「社内カンパニー制」を導
入したが、このカンパニー制の導入により、
会社全体ではなく自部署だけの「部分最適
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化」がはかられ、「社員の視野狭さく化」と
「小さくて弱い本社」が生まれてしまった。
この部分最適化や社員の視野狭さく化は、企
業内での濃密なコミュニケーションの形成を
困難にしてしまう。その結果、各部門間の連
携が阻まれ、異質な知の融合や新たな知の組
み替えが阻害され、ひいては事業や技術のイ
ノベーションの芽がつまれてしまったという

のである。この指摘は、企業内のネットワー
ク、ソーシャル・キャピタルを殿損してしまっ

たことが長期に渡る日本企業の停滞を招いた
大きな要因であるとしている。人や組織間の
ネットワークというソーシャル・キャピタル
は、企業活動と密接に関係しており、企業内
のネットワークを壊せば、企業内のコミュニ
ケーションを滞らせ、当然のことながら企業
活動が停滞してしまう。

　ソーシャル・キャピタルは、経済理論的に
見れば、売り手と買い手の間にある情報格差
（情報の非対称性）を補完する役害1」がある。

両者が取引に関連する情報を不完全にしか手
に入れられないとしても、この人なら信用で
きる、あるいはこの会社ならおかしなことは
やらないだろう、という取引相手に対する信
頼が、情報不足を補完する。その結果、契約
にまつわるコストや訴訟コストなどのいわゆ
る取引費用が低下する。また、企業内での信
頼の形成は、構成員の協調的な行動を促し、
生産性の向上をもたらす。

　La　Porta（1997）らは、政府の効率性に与
える社会の信頼度の影響を分析し、司法シス
テムの効率性、政治の腐敗の程度、官僚の
質、納税の遵守度といった尺度で政府の効率
性を図り、それに対して社会の信頼度が大き
く影響を与えることを明らかにしている。社

会的な信頼の有無は、特に大きな組織の効率
性に影響を与えると考えられる。なぜなら、
大企業や官庁などの大組織では、見ず知らず
の者同士がコミュニケーションを取ることが
多いため、構成員間での信頼の有無が仕事の
効率を大きく左右するからである。また彼ら

は、信頼度が高い国ほど売り上げ上位20社
のGDP（国内総生産）比率が高いという結
果も得ており、社会的な信頼が高い国ほど、
大企業の効率が高いとしている。

3．企業内コミュニケーションと労働組合

　現状では、企業内のコミュニケーションの
現状は芳しいものとは言えないかもしれな
い。やや古い調査であるが、「企業内コミュ

ニケーションの実態」に関する調査（NTT
レゾナント、三菱総合研究所：2006年10月）

では実際社内でコミュニケーションが取れて
いるかどうかを社員に尋ねている。この結果、

「十分取れている」と「大体取れている」と

回答した人は45．9％と約半数近くになる一
方で、「あまり取れていない」、「全く取れて

いない」と回答した人も合わせて26．6％に
のぼり、約4分の1の回答者は、社内コミュ
ニケーションが不十分と感じているという結
果が出ている。

　また、「職場内でどのような相手とのコミュ

ニケーションが不足しているか」では、「部
署を超えた社員同士のコミュニケーション」
と回答した割合が65．3％と最も高く、次い
で、「経営層と一般社員とのコミュニケーショ

ン」が63．8％となっている。また、「同じ部
署内の上司と部下のコミュニケーション」の
回答割合は40．0％、「同じ部署内の同僚同士

のコミュニケーション」の割合は26．8％と
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なっており、同じ部署内であってもコミュニ
ケーションの不足を感じている人が一定数い
ることが判明している。これらの結果は、職
場のコミュニケーションや社員同士の助け合
いが減少するなど、人と人のつながりが希薄
化している可能性を示している。

　さらに、社内における情報の共有という点
についても十分ではないと感じている人は
多く、8割以上の人が「共有できていない」
と指摘している。共有できていない情報の
内容については、「業務知識やノウハウ」が
74．2％と最も多く、次いで、「営業情報、顧
客情報」43．4％となっており、現場で必要と
される知識やノウハウの共有に対するニーズ
が高いことが伺える。これらの情報が社員間
でうまく共有できていないということは、企
業の競争力強化にとって大きなマイナス要因
であることは言うまでもない。さらに、「経
営層のビジョンや事業の方向性」と回答した
人は43．1％にのぼるが、経営の基本的な方
向性を労使で共有できていないことは、従業
員のモチベーションに少なからぬマイナスの
影響を与えていると考えられる。

　企業内でのコミュニケーションの活発化に
労働組合の果たす役割は極めて大きい。労使
関係論の分野で研究されてきた参加型システ
ムの効果は、ソーシャル・キャピタルの形成
という文脈で理解することができる。

　労使協議会、職場懇談会、小集団活動（QC
サークル）などの従業員参加による労使間で
の目標の共有は、労使間の情報の非対称性の
もたらすコストを軽減し、労使間の対立を緩
和して生産性を上昇させる。経営者は、職場
レベルで起こっている問題や生産方法の改善
に関する情報などについては把握することが

できない。労使協議や職場懇談会などを通じ
て、これらの情報が、経営側に伝達されれば、

職場環境や生産方法の改善などを可能にし、
生産性の向上につながるが、職場情報がうま
く伝達されなければ、職場環境の改善や生産
方法の改善がなされず、生産性が向上しない。

また経営側は、自発的に情報を労働側と分か
ち合うことで、従業員の企業への帰属意識や
忠誠心を向上させ、モチベーションを向上さ
せることができる。
　Kato　and　Morishima（2002）では、1985－1997

年のパネルデータを用いて、日本企業の参加
型システムの生産性に対する効果を分析して
おり、生産性を高めるには、持ち株や利潤分
配制度という財政面での参加とともに、労使
協議制におけるトップレベルでの参加と情報
共有、そして職場レベルでの参加を3点セッ
トで導入する必要があるとし、3つのうち1
っでも欠ければ生産性を向上させることがで
きないとしている。これは、金銭的なインセ
ンティブだけでは、労使間の目標共有を達成
することは困難であり、トップから職場に至
る情報の共有や従業員の発言の確保によって

初めてもたらされるということを示してい
る。つまり、生産性の向上には、良好な労使
コミュニケーション、つまりソーシャル・キャ

ピタルの構築が必要不可欠であることを示し
ている。

　最近になって、経営資源としての労使コ
ミュニケーションが注目されるようになり、
労働政策研究・研修機構（2013a）では、労
使間のコミュニケーションを活発にすること
が企業の経営効率を向上させ、労使双方に
とってプラスをもたらすといった事例が紹介
されている。また、中部産業・労働政策研究
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会（2013）の行った調査では、丁寧な労使協
議による労使間の情報の共有、企業内のソー
シャル・キャピタルの形成が、従業員のやり
がい、労働条件に対する満足度、企業に対す
る帰属意識を高め、従業員の生産性や品質向
上のための発言を活発化させることが明らか
にされている。

　企業を取り巻く外部環境や人々の価値観が

一昔前と比較して大きく変化している現状で
は、人々のつながりを形成・維持することは
容易ではないかもしれない。かつては終身雇
用、年功序列などの日本型雇用慣行の下で、
職場とそこで働く人との結び付きは強固であ
り、濃密なコミュニケーションが行われたと

いえよう。特に男性正社員という同質な集団
の下でコミュニケーションを取ることは極め
て容易であり、企業は安いコストでこれらを
手に入れたと思われる。しかしながら、成果
主義的な制度の導入などに見られる人事処
遇制度の変化に加えて、IT化によって、　face

to　faceのコミュニケーションの減少が引き
起こされた結果、人々のつながりが脆弱化し
たことが考えられる。それに加えて就業形態
の多様化や女性の社会進出、そして非正規社
員の大量雇用によって、職場の人間関係は以
前のようないわゆる「会社人間」的な同質な
ものでなく、多様で複雑なものになっている。

そして、このような変化が職場でのコミュニ
ケーションを希薄化させ、従業員のメンタル
ヘルスに大きな影響を与えていると推察され
る。

　労働政策研究・研修機構（2011）による「職

場におけるメンタルヘルスケア対策に関する
調査」結果では、56．7％と過半数の事業所で、

メンタルヘルスに問題を抱えている正社員

がおり、その事業所のうち31．7％において、
3年前に比べ、その人数が増えていた。また、

逆に「減った」と回答したのは18．4％と2
割弱だったことから、メンタルヘルスに問題
を抱える従業員の増加傾向が見てとれる。職
場でのコミュニケーションの希薄化が従業員
の孤立化をもたらし、メンタルヘルスを悪化
させていることを示していると考えられる。

　職場に仲間はいるが、気軽に相談ができず
に一人で悩み、心の問題を抱え込んでしまう

人が増えているのではないだろうか。仲間同
士で助けあうという気風が希薄化しているた
めに自分で背負い込んでしまうのである。上
司に相談すると、「能力がない」というレッ

テルを張られて成績評価が悪くなるのではな
いかと恐れてしまい、声をあげられずにいる。

それで一人で全部を抱え込んでしまう。そん
な時に、上司には相談できないが、組合の人
になら何でも話せるといった状況を作り、自
分の苦痛を正直に話せるような環境を作るこ
とは従業員にとって大きな精神的な支えにな
るだろう。人と人のつながりが希薄化したこ

とが働く人の心の余裕をなくし、ストレスに
つながっているが、職場のコミュニケーショ
ンの構築に関して労働組合の果たす役割は大
きい。

　中部産業・労働政策研究会（2013）では、
労働組合による職場環境を改善する取り組み
が、職場での仲間意識を向上させ、それが結
果的に従業員の発言を活発化させることが明
らかにされている。これは職場でのソーシャ

ル・キャピタルの形成によって従業員間にコ
ミュニケーションや協力が生まれ、彼らのモ
チベーションが向上することを示している。

　このように社内でのソーシャル・キャピタ
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ルが豊かになると、社内でのコミュニケー一一

ションが活発化し、従業員間の協力が生まれ
やすく、社員の仕事への意欲や満足度も高ま
る。ひいてはそれによって知識や技術の蓄積、

イノベーションが促進され、生産性や競争力、

企業価値の向上にも寄与するのである。日本

企業はかつてのように濃密なコミュニケー
ションにただ乗りすることができなくなっ
た。そういう今だからこそ、会社は人と人の
つながりに対する投資を積極的に行い、ソー
シャル・キャピタルという企業に内在する目
に見えない力を蓄積していく必要があり、こ
れに労働組合が大きく貢献できると考えられ

　and　Vishny，　R．　W．（1997）“Trust　in　Large

　Organizations．”Amθrican　Economic　Re　vieI〃，
　Vo1．87，　No　2，　pp　333－338．

Putnam，　R．　D．（1993）ル臼左加8・ヱ）emocra（ry　Work；

　Civic　Traditions　in　Modern∫ta！y，　Princeton
　University　Press，河田潤一訳『哲学する民主主
　義一伝統と改革の市民的構造』NTT出版

る。
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　　　外国人労働者の

人事労務管理と労働法

　同志社大学法学部

教授土田　道夫

1　外国人労働者の就労をめぐる法的規律

　国内における外国人労働者の就労をいかな
る範囲で認めるかは、それぞれの国の立法政
策の問題である。日本の場合、専門的・技術
的分野の外国人労働者を受け入れつつ、単純
労働者は受け入れないという基本政策を採用
している。この政策に従って、外国人の在留・

就労資格を規定する基本法が出入国管理及び
難民認定法（入管法）である。

　入管法（別表第1、別表第2）によれば、
就労が認められる在留資格は、①外交、②公
用、③教授、④芸術、⑤宗教、⑥報道、⑦投
資・経営、⑧法律・会計業務、⑨医療、⑩研
究、⑪教育、⑫技術、⑬人文知識・国際業務、

⑭企業内転勤、⑮興行、⑯技能、⑰技能実習、

⑱特定活動の合計18資格であり、このほか、
⑲永住者、⑳日本人の配偶者等、⑳永住者の
配偶者等、⑳定住者も就労が認められる。こ
れらの在留資格を有する外国人は、各資格に
対応する活動に関して就労できる一方、就労
の範囲は、原則として、各在留資格に対応す
る活動に限定される。

　以上のうち、⑦⑧⑨⑫⑬⑭⑯の7資格は、
専門分野で高度の能力を有する外国人労働
者の積極的受入れ政策に基づき、1989年の
入管法改正によって新設されたものである。
2013年10月現在、これら在留資格をもって
就労する外国人の数は約72万人となってい
る。

　本稿では、一般に議論の多い単純労働者受
入れの問題は捨象し、適法な在留資格をもっ
て就労する外国人労働者の人事労務管理を念
頭に置いて、労働法の観点から留意すべき点
について解説する。なお、本稿では検討を省
略するが、外国人労働者の労働契約に関する
準拠法については、法の適用に関する通則
法7条・12条が重要であり、裁判管轄につ
いては、2011年改正民事訴訟法3条の2、3
条の4第2項および3条の7第6項が重要な
意義を有する（これら規定については、横山
潤r国際私法』［2012・三省堂］183頁以下、
362頁以下参照）。

2　労働契約の効力

日本において合法的に就労する外国人労働
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者の場合、労働契約の有効性に疑問はない。
雇用対策法8条は、事業主に対し、外国人労
働者がその能力を有効に発揮できるよう、職
業への適応を容易にするための措置の実施そ
の他雇用管理の改善に努めるとともに、外国
人労働者が解雇その他の理由により離職する
場合は、再就職できるよう求人開拓その他必
要な措置を講ずるよう努めるべきことを規定
している。本条に基づいて、「外国人労働者
の雇用管理の改善等に関し事業主が適切に対
処するための指針」（改善指針）が示されて
いるほか、「外国人労働者の雇用・労働条件
に関する指針」（指針）が示されている。

　労基法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇
用機会均等法などの労働保護法は、日本国内
で就労する外国人労働者に等しく適用され
る。これら労働保護法は、労働者の就労の原
因にかかわらず、現実の雇用関係における労
働者の保護を目的とする法令であること、準
拠法の観点からも、これら法令が当事者の意
思にかかわらず適用されるべき強行法規であ
ること（法適用通則法12条1項）が根拠で
ある。社会保険法のうち、労災保険法も外国
人労働者に等しく適用される。これに対して、

雇用保険法の適用は、相当の期間求職活動が
でき、反復継続して就労が可能な在留資格を
もつ外国人に限定される。

3　募集・採用・労働条件の明示

　外国人労働者の募集・職業紹介に関しては、

国内における募集・職業紹介である場合、日
本人労働者と同様、職安法その他の法令の規
律があるが、外国人労働者であるがゆえの特
別の規律はない。外国人労働者の採用（労働
契約の締結）についても特別の規律はないが、

指針は、外国人労働者の採用に際して、本人
の在留資格が就労を認められるものであるこ
とを確認すべきことを定めている（第3の1）。

　使用者は、労働契約の締結に際して労働条
件明示義務を負う（労基15条）。明示義務の
内容は、日本人労働者と同じであるが、特に
外国人労働者については、指針が、賃金・労
働時間等主要な労働条件について、外国人が
理解できるよう内容を明らかにした雇入通知
書を交付するとともに、賃金については、賃
金体系・税制等について外国人が理解できる
よう説明した上、実際に支給される賃金額を
明らかにするよう努めること（努力義務）を
定めている（第3の1）。英語または事情に
よっては母国語による説明が求められよう。
　この説明義務は、私法上も、信義誠実の原
則（労契3条4項）によって使用者に求めら
れる義務と解すべきであろう。すなわち、使
用者は、労働契約の明確化と対等交渉の促進
という要請に基づき、労働条件の説明義務を
負うが（労契4条1項参照）、日本の雇用シ
ステムや法制度の知識に乏しい外国人労働者
の場合は、この要請がより強く妥当するから
である。したがって、使用者が就業規則や雇
入通知書に関する説明を十分行わないまま、
賃金、職務内容、雇用期間等の重要な労働条
件を一方的に変更した場合は説明義務違反が
成立し、変更内容の相当性と相まって権利濫
用（労契3条5項）が成立しうる。

4　就業規則

　外国人労働者についても、就業規則の作成
義務は及ぶ（労基89条）。外国人労働者につ
いては、労働契約書や雇入通知書で労働条
件を取り決めるケースが少なくないが、こ
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れを就業規則上の集団的規範としても確立
しておく必要がある（外国人出向社員就業
規則が賃金紛争の解決に際して重要な基準
として用いられた事例として、JPモルガン
証券事件・東京地判平成24・8・17［LEX／
DB25482601］）。日本人対象とは別に外国人
対象の就業規則を制定することは、国籍を理
由とする差別（労基3条）には該当せず、法
的に何ら問題はない。これに対し、外国人労
働者を就業規則の適用から除外しつつ別規則
を作成しないことは作成義務違反となる。

　就業規則の法的効力・拘束力については、
特に日本人労働者と異なる点はなく、当事者
が明示的に外国準拠法を選択しない限り、労
働契約法7条、9条～13条が適用される（法
適用通則法12条3項）。ただし、労働契約書
等で労働条件を個別に取り決めた場合は、そ
れら特約が優先される（労契7条但書、10
条但書。賃金・人事異動・雇用期間など）。

　就業規則の周知（労契7条、10条）につ
いても、「外国人が理解できるよう内容を明
らかにすべきである」との指針の趣旨をふま
えれば、単なる形式的な周知ではなく、使用
言語を含めた実質的周知・説明が求められる
ものと考えられる（実質的周知に関する参考
裁判例として、中部カラー事件・東京高判平
成19・10・30労判964号72頁）。

5　均等待遇原則

　労基法3条は、労働者の国籍（人種を含
む）を理由とする労働条件の差別を禁止して
おり、外国人労働者の労働条件に関する基本
規範となる。

　「労働条件」は、広く労働契約における労
働者の待遇一切をいい、賃金・労働時間のみ

ならず、安全衛生、教育訓練・能力開発、配
置、人事異動、福利厚生を含む。日本人と同

一労働に従事している外国人労働者につい
て、合理的理由もなく労働条件格差を設ける
ことは、3条が禁止する差別的取扱いとなる。

また、均等待遇原則は、外国人と日本人間の
みならず、外国人労働者相互の労働条件格差
にも適用される。他方、外国人が従事する職
種・雇用形態に起因する賃金格差は、国籍に
よる差別とはならない。

　裁判例では、欧米系外国人に日本語教育を
実施しつつ、インド国籍外国人にこれを実施
しなかったことにつき、欧米系外国人の場合
は有期契約であることから早期に日本語能力
を修得させる必要があるとの理由に基づく格
差であるとして斥けた例がある（三菱電機事

件・東京地判平成8・3・25労経速1592号
25頁）。外国人労働者相互の労働条件格差に
関して、雇用形態の違いが合理的理由となる

ことを認めた例といえる。また、外国人研修
生・技能実習生に関する判断であるが、中国
籍の外国人研修生・技能実習生が、日本人従
業員とほぼ同等の作業に従事しているにも
かかわらず、給与に約26％の格差があると
して差額賃金の支払いを請求した事案につ
き、研修生・技能実習生の作業内容は日本人
従業員とおおむね同等であるから、労基法3
条違反を否定するためには、当該格差を正当
化するに足りる合理的な理由が求められると
ころ、会社は、研修生・技能実習生受入れの

ために、1名当たり約180万円の費用を負担
し、寮の整備にも多額の費用を支出し、研修

期間中は無償で寮を提供するなど有形無形の
負担をしていること等から、賃金格差には合
理的理由があるとして労基法3条違反を否定
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し、請求を棄却した例がある（デーバー加工
サービス事件・東京地判平成23・12・6労
判1044号21頁）。外国人労働者一般に関す
る判断としても参考となる。

6　賃金・労働時間・休暇

　外国人労働者にも最低賃金法の適用がある
が、それ以外の法的規律は特にない。ただし、

「技術」「技能」「人文知識・国際業務」の各

資格に関しては、入管法省令が「日本人が従
事する場合に受ける報酬と同等額以上の報酬
を受けること」との在留資格認定基準を定め
ており、当事者が別段の合意をした等の特別
の事情がない限り、私法上も労働契約内容を
補充・決定する規範となると解される。また、
この基準の不遵守は、均等待遇原則（労基3
条）違反を推認させる間接事実となりうる。
　外国人労働者に関しては、賃金体系・支払
形態、支払期間（年俸制か月給制かなど）、
昇給、賞与、株式褒賞、退職金等について、
各国と日本の慣行の違いを考慮した特別の定
めが設けられることが多い。これら事項が労
働契約書や外国人対象の就業規則に規定され
れば、外国人労働者固有の労働契約内容とな
る（外国人労働者の賃金・賞与・株式褒賞を
めぐる紛争事例として、リーマン・ブラザー
ズ証券事件・東京地判平成24・4・10労判
1055号8頁）。

　労働時間・休日については、外国人労働者
に関する特別の規制はなく、指針も、法定労
働時間の遵守をはじめとする適正な労働時間
管理の義務を定めるにとどまる。年次有給休
暇（労基39条）についても同様であるが、
外国人特有の法定外休暇（クリスマス休暇等）

を設ければ、労働契約上の付与義務が生ずる

ことに留意する必要がある。

7　職種・職務内容

　入管法上の在留資格と労働条件は直結しな
いが、職種・職務内容に関しては、原則とし
て、在留資格の範囲内に限定されるものと解
されている。前記のとおり、外国人労働者の
就労範囲は、各人が取得した在留資格に対応
する活動に限定されるため、労働契約の解釈
としても、各労働者の在留資格に対応する職
種・職務内容を取り決めたと解釈することが
合理的だからである。したがって、外国人労
働者が取得した在留資格の範囲外の職種・職
務内容への一方的変更（配転・出向）は許さ
れず、そうした変更には本人の同意が必要と
なる（本人同意を得た場合も、在留資格の変
更が必要となる）。

　具体的には、在留資格のうち「人文知識・
国際業務」や「企業内転勤」は、職種・職務
の限定をもたらすほど限定的な内容ではない
が、その場合も、日本人労働者のような幅広
いジョブ・ローテーションは認められず、各
資格に対応する職種系列の職務に限定され
る。また「企業内転勤」については、「技術」

または「人文知識・国際業務」の在留資格に
該当する活動を行い、しかも経歴面で一定の
実績がある者に限るという限定もある。その
ため、企業においても、外国人労働者との間
で職種限定契約を締結することが少なくない
ようである。この場合、就業規則や労働協約
に配転条項があっても、その効力は否定され、

配転には本人同意を要することになる（労契
7条但書参照）。出向についても同様である。

　これに対して、同一職種（在留資格）系列
内の配転・出向命令は可能であるが、権利濫
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用の規律が及ぶ。この点、入管法は外国人労
働者の高度専門的能力の活用を重視して受入
れを認める趣旨に立っているため、専門性の
低い職務への配転・出向については、このよ
うな入管法の趣旨によって権利濫用（労契3
条5項、14条）と判断されるケースが生じ
うる（権利濫用の否定例として、鳥井電器事
件・東京地判平成13・5・14労判806号18頁）。

8　雇用期間

　外国人労働者の在留資格はそれぞれの在留
期間をもって定められているため、契約社員
や嘱託社員等の雇用形態を採用し、期間の定
めのある労働契約を締結することが少なくな
い。労働契約の期間については、日本人労働
者と同様、原則3年・例外5年の規制がある
（労基14条）。有期契約である以上、期間満
了によって労働契約も終了するのが原則であ
るが、反復更新のケースでは、雇止めの規制
がなされうる（労契19条）。

　外国人労働者が期間の定めのない労働契約
を締結することはもちろん可能であるが、在
留資格の更新手続が必要であることに注意を
要する。在留資格が更新されなくても労働契
約の効力に影響はないが、入管法上の退去強
制手続（27条以下）や不法就労助長罪（73
条の2）の対象となる。

9　解雇

　外国人労働者の解雇については、労務給付
地が日本であるため、当事者が明示的に外国
準拠法を選択しない限り、日本の労働契約法
16条（解雇権濫用法理）・15条（懲戒権濫用
法理）が適用される（法適用通則法12条3
項。前掲の雇用対策法8条および改善指針も

参照）。

　企業実務としては、外国人労働者の専門能
力を期待して雇用するケースが多いことか
ら、能力不足・適格性欠如を理由とする解雇
紛争に留意する必要がある。この点、日本人
労働者を含む一般論として、専門的能力を重
視して雇用された労働者については、①高度
の能力・適格性が要求され、かつ、配転・降
格等の解雇回避努力義務が一般労働者ほどに
は要求されないことから、解雇権濫用の判
断は緩和されるが、②使用者が期待した業
績・能力を発揮しないことが解雇事由に直結
するわけではなく、教育・指導によって労働
者の能力向上に努めることが前提となる（ブ
ルームバーグ・エル・ピー事件・東京高判平
成25・4・24労判1074号75頁）。この点は、
外国人労働者の場合も基本的に異ならない。
いかに専門的能力の発揮を期待して雇用した
外国人労働者といえども、適切な能力開発を
怠ったり、きわめて短期の業績評価によって
解雇することは解雇権濫用と評価される。ま
た、懲戒解雇については、懲戒事由該当性、
処分の相当性および適正手続の履行が要件と
なる。

　裁判例では、外資系投資機関を顧客とする
不動産ビジネスの拡大目的で採用した外国人
エグゼクティブ・ダイレクターを採用後、わ
ずか3か月半で成績不良により解雇したこと
につき、雇用契約の内容として会社に具体的
利益をもたらす程度の業績を上げることが含
まれていたとしても、このような短期間に業
績を上げられなかったことを理由に解雇する
ことは許されないとして解雇権濫用を肯定し

た例がある（共同都心住宅販売事件・東京
地判平成13・2・15労判812号48頁）。一
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方、外資系旅行代理会社の外国人ファイナン
シャル・コントローラーが私的に関心をもっ
た事業案件について、会社が当該案件に関心
を持っているように装い、繰り返し会社の実
績・信用を利用して情報提供を求め、案件へ
の参画を実現しようとしたことを理由に懲戒
解雇された事案につき、同人の行為は、「業
務上の地位を利用して私利を図った時」等の
懲戒事由に該当し、実際に同人を信用した相
手方も存在すること等に鑑みれば、その行為
は重大であり、情状は悪質であるとして有効
と判断した例もある（甲野事件・東京高判平
成22・1・20判時2078号158頁）。甲野事
件は、起業意識の高い外国人社員に対する人
事管理の甘さが係争に至ったケースであり、
日頃のコミュニケーションと、合理的範囲内
での企業ネットワーク利用調査の重要性を教
える事例といえよう。

10　労働災害の民事責任

　外国人労働者が労働災害に被災した場合、
使用者は安全配慮義務違反（労契5条）また
は不法行為（民709条）による損害賠償責任
を負う。安全配慮義務は、当事者による明示
の外国法選択がない限り適用され（通則法
12条1項）、不法行為責任も、不法行為地法
（同17条）によって適用される。

　安全配慮義務の具体的内容は、日本人労働
者と同様である。過重労働に起因する疾病・
死亡・自殺については、①労働時間・業務状
況の把握、②健康診断・日常観察等に基づく
心身の健康状態の把握、③適正な労働条件（労

働時間・労働環境）の確保、④労働時間・業
務軽減措置の各措置が求められる。指針は、
特に健康診断の実施および健康指導・相談の

実施を留意事項として掲げている（第3の
3）。

　外国人労働者の労働災害については、在留
期間が短期となる場合が多いことから、損害
額（特に経済的逸失利益）の認定が重要な論
点となる。この点については、日本人と同様
に日本における収入等を基礎に算定するの
か、それとも一定期間は日本における収入を
基礎とし、その後は本国における収入等を基
礎に算定するのかが問題となる。判例は、交
通事故事案と同様、日本における就労・生活
の蓋然性が認められる期間については日本に
おける収入等を基礎に、その後は本国におけ
る収入等を基礎に算定する判断を採用して
いる（改進社事件・最判平成9・1・28判時
1439号131頁）。単純不法就労者に関する判
断であるが、在留期間の短い外国人労働者一
般に妥当する判断といえよう。

〔筆者は中部産政研研究員〕
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落語の中の経済学

大阪大学社会経済研究所

教授大竹　文雄

1．繁昌亭

　大阪天満宮に隣接して繁昌亭という定席の
上方落語の寄席がある。寄席では毎日落語が
上演されている。通常の寄席では、噺家が演
じる落語の題名は、予告されていない。演じ

る噺家の名前だけを観客は知っていて上演さ
れる噺の内容は事前には知らないのである。
噺家自身も当日まで他の出演者が何を話すか
知らない。楽屋にあるネタ帳に最初の出演者
から順番に演じる噺を書いていく。後の出演
者は、自分の演じるものが他の出演者と重
なってしまわないように、当日、ネタ帳を見
ながら決める。後から演じる噺家ほど大変だ
が、それだけ持ちネタが多いということだ。

　さて、私は「経済は落語より奇なり」とい
うテーマで繁昌亭に出演する機会があった。
寄席にしては珍しく、上演されるネタが事前
に告知されていた。r道具屋」、「はてなの茶
碗」、「壺算」、「千両みかん」という商取引を

テーマにした落語である。私が出演したの
は、仲入り後の鼎談で、上演される落語につ
いて経済学的な視点を提供するという役割で

ある。ちなみに、寄席で行われる落語以外の
演芸は色物と呼ばれる。鼎談も落語ではない
という意味で色物となる。実際、当日の繁昌
亭の前には、噺家の名前は「黒」、鼎談出演
者である私の名前は「赤」で書かれた看板が
出されていた。

2．千両みかん

　繁昌亭で当日上演された噺は、いずれも価
格の不思議さを笑いのもとにしたものだ。な
かでも、「千両みかん」は、価格と価値の関
係をうまく描写している。この話をしっかり
読み解くことができれば、あなたの経済学の
理解度はかなり高いことになる。

　千両みかんの内容を簡単に紹介しよう。八
月のある日、呉服屋の若旦那が急に明日をも
知れぬ重病になる。医者によれば心の病であ
り、心に思っていることがかなえば全快する
という。大旦那が番頭に、欲しいものを聞き
出すように命じると、みかんが食べたい、と
いうことだ。しかし、江戸時代なので、夏に
はみかんがない。番頭は、何としてでもみか
んを手に入れてこい、と大旦那に言われる。
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ようやくたどり着いたのが、天満のみかん問
屋である。そこで、無傷のみかんが一つ見つ
かる。みかん問屋が言う値段は千両。番頭は
大旦那に相談すると千両でみかんを買えとい
うことになった。若旦那は10房のうち7房
を食べたところで、残りを両親に2房、番頭
に1房食べてもらうように、番頭に差し出し
た。廊下に出たところで、番頭は、「3房で
300両の価値があるみかん」をもって、逃げ
ることに決めた。

　「千両みかん」の笑いのポイントは、個人
特有のものやサービスに対する私的価値と共
通価値を混同してしまうところである。私た
ちは、ある品物の価値と言われると、即座に
いくらで売れるかという価格のことを思い浮
かべる。そういう意味で、価格と価値は同じ
ものだと考えることが多い。この番頭も、こ
の場合の千両という価格は、大旦那の私的価
値と等しいが共通価値ではないのに、価格と
いえば共通価値と同じだと思い込んでしまっ
たのだ。しかし、少し考えてみればわかるが
価格と価値、特に私的価値は異なるものだ。

3．価格と価値

　昔、「100円でポテトチップスは買えます
が、ポテトチップスで100円は買えません。」

という藤谷美和子のテレビCMがあった。
1977年のことなので、これを知っている人
は、それなりに歳を取っているかただという
ことになる。100円でポテトチップスが買え
ても、ポテトチップスは必ずしも100円で売
れないというのは、人によってポテトチップ
スに与える価値が違うということを意味して
いる。

　モノの価値は人によって違う。同じペット

ボトルー本の水でも、喉が渇いている人とそ
うでない人では、その価値が全く違うのは明
らかだ。ところが、水の価格は人によって異
なることはない。一般に、価格というのは、
需要と供給で決まる。その時成立する価格と
いうのは、売った人の中でもっとも売りたく
ない人がぎりぎり売ってもいいと思っている
価格であり、買った人の中でもっとも買いた
くないと思っていた人が買ってもいいと思っ
ていた価格なのである。ぎりぎり買うことに
決めた人以外は、買い手が最大限出してもい
いと思っていた価値では買っていないのだ。
だからこそ、売買という交換によって人びと
は得をするのだ。

　あるモノやサービスについて、その私的価
値と市場価格を比べて、私的価値の方が価格
よりも低い人が売り手になり、私的価値の方
が価格よりも高い人が買い手になる。これが
交換の利益が発生する理由である。したがっ
て、モノを保有している人は、市場価格より
もそのモノに対する私的価値が大きいからこ
そ保有しているのである。

4．勝者の呪い

　特殊な場合には、私的価値に近い価格で取
引が行われることがある。千両みかんの場合
は、買い手が一人でどうしてもほしい、とい
う状態なので、売り手は買い手が買ってもい
いぎりぎりの値段で売ることができる。言っ
てみれば、ネットオークションで一番高い値
段をつけた人に売るようなものだ。

　もっとも高い値段をつけた人が買っている
のだから、転売しようとすれば、必ずそれよ
り低い値段しかつかないはずだ。これが、オー

クションでいう「勝者の呪い」である。「勝
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者の呪い」というのは、オークションで落札
できる人は、その品物の価値を過大に評価し
た人だから、かならず損をするというもの
だ。しかし、オークションで手に入れた品物
を転売する気がなければ「勝者の呪い」は発
生しない。他人よりも高い私的価値を自分が
もっていたとしてもそれは、自分が損をする
ことにならない。ところが、転売してもうけ
るとか、その品物を使って儲けようという場
合には、損失を被るという意味で「勝者の呪
い」にかかってしまう。プロスポーツ選手が
フリーエージェントになった場合、複数の球
団の中で一番高い年俸や移籍金をオファーし
たところが選手を獲得する。しかし、しばし
ばその選手の活躍は期待はずれということに
なりがちだ。

　つまり、みかん一個に千両という値段がつ
いたのは、大旦那のみかんに対する私的価値
とほぼ等しい金額を、みかん問屋がつけるこ

とに成功したからである。売り手独占の状況
で、みかん問屋はどうしてもみかんを売らな
ければならないという状況にはなく、大旦那
はどうしてもほしい、という状況であるから、

大旦那の私的価値にかなり近い価格がついた
のである。それでも、大旦那にとっても私的
価値の方が千両という価格よりも高いから、
みかんを購入することで得をしている。

　競争的な状況であれば、みかんの売り手は
多数いるため、売り手間の競争が発生して、
市場価格はみかんを売ってもいいぎりぎりの
人とみかんを買ってもいいと思うぎりぎりの
人の価値が一致する値段で取引される。した
がって、それ以外の人々は、私的価値より価
格が高い人が売り手になり、逆の人が買い手
になることで、大多数の人はみかんの売買に

よって得をするのである。

5．シグナル

　ところで、冷凍設備がない時代にもかかわ
らず、どうしてみかん問屋は、夏までみかん
を取っておいたのだろうか。冬がシーズンの
みかんは、いくら涼しい倉庫の中とはいえ、
冷凍しなければほとんどが腐ってしまう。実
際、みかん問屋は、50箱のみかんを保管し
ていたが、ほとんどが腐ってしまって、たっ
た一個だけ無傷のみかんがあったのだ。みか
ん問屋の主人は、みかん問屋である以上、そ
の信頼に応えるために、いつお客さんが来て
もみかんを売ることができるように、保存費
用をかけてみかんを保管していると主張す
る。夏にみかんがほしいという客はほとんど
いないにも関わらず、万一の需要に応えるこ
とができることが、みかん問屋の信頼になる

というのだ。これは、コストをかけてみかん
を夏まで保管していることは、みかん問屋の
信頼の程度を示すシグナルの役割を果たして
いるといえるだろう。ちょうど、簡単には倒
産しない銀行であることを示すために、多く
の銀行が中心街に立派な建物の本店や支店を
建てることと同じである。

　さて、夏に一個しかないみかんは、それが
存在していることが、みかん問屋のシグナル
になっているのであるから、売ってしまって
なくなれば、シグナルとしての機能がなく
なってしまう。そういう意味ではシグナルを
失う機会費用分をみかん問屋は要求すること
になる。

　ただし、どうしてもみかんが欲しいという
人の足下を見てみかんを高く売りつけたとい
う悪い評判がたってしまうと、みかん問屋に
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とっては、望ましくない。実は、東京版と上
方版では、みかん問屋が千両という値段をつ
ける経緯が異なっている。東京版ではみかん
問屋は最初から千両という足下をみた値段を
提示している。しかし、上方版ではみかん問
屋は、最初は番頭に同情して、タダでみかん
をゆずってくれるという提案をする。しかし、

番頭が「金に糸目をつけない」と見栄を切っ
たため、みかん問屋は値段を千両にしたの
だ。商人の街だった大阪では、評判がものを
いうため、みかん問屋は困っている人の足下
をみるような行動をとらなかったのに、番頭
が見栄を切ったために、逆に高い値段をみか
ん問屋がふっかけたのではないだろうか。落
語の中には意外に深い経済学の議論が隠れて
いる。

〔筆者は中部産政研顧問〕
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労働統計にみる男性の働き方・女性の働き方　⑬

　　　　　　拓殖大学政経学部准教授杉浦立明
名古屋大学大学院経済学研究科教授荒山裕行

就学前の子供のいる家族の夫の所得と妻の就業

　今回は、就学前の子供のいる家族について、

夫の所得の状況及び夫の所得別に妻が働いて
いるかどうかを中心に見てみる。実際の所、
妻の就業は、子供の有無、子供の年齢、夫の
所得などさまざまな条件によって影響され
る。そこで、就学前の子供のいる家族、すな
わち、末子年齢の3歳未満の子供及び3～5
歳の子供を取り上げて、夫の所得と妻の就業
の関係を整理していく。とりわけ就学前の子
供のいる妻の就業は、親との同居によっても
影響を受ける。この影響を取り除くため、「夫

婦と子供の家族」の家族に限定し分析を進め
る。

　妻の就業状況について、「ダグラス・有澤
の法則」が知られている。夫の所得が高くな
るにしたがって、配偶者である妻の就業の必
要性が小さくなり、妻の就業率が低下するこ
とを示した経験則である。

　最初に、就学前の子供のいる家族の夫の所
得の確認を行う。夫の所得の実態を知ること
で、夫の所得と妻の就業の関係がより明確に
なろう。次に、夫の所得が妻の就業にどのよ
うな影響を与えているのかについて述べる。

　さらに、妻の所得の状況についてもまとめ

る。妻の就業については、税制及び社会保障
制度が影響を与えている。各種の統計調査結
果を利用しながら、そうした税制及び社会保
障制度が妻の就業に及ぼしている影響につい
ての解説を試みる。

1．夫の所得の特徴

【末子年齢別に見た夫の所得の数値】

　最初に末子年齢3歳未満の子供及び3～5
歳の子供のいる家族について、妻の就業状
態別に夫の所得の状況を次頁図1にまとめ
た。夫の所得の特徴を表す数値として、上位
10％の数値、中央値、下位10％の数値1を
図に示した。所得を見る場合には、平均値を
利用した場合には最高値や最低値によっては
偏りが生じることがある。そこで、中央値を
利用すると、偏りがなく実感に近くなる。な
お、ここでの所得とは主な仕事から得ている
年間所得2（税込み額）を言う。

　末子年齢の3歳未満及び3～5歳の子供の
いる家族では、①妻が有業の場合よりも妻
が無業の場合の方が、夫の所得（上位10％、
中央値、下位10％の値）は高い。②1997～
2012年の間に、例外（3歳未満の子供のい

1「就業構造基本調査」は中央値を公表していないため、所得階級の数値を按分比例して、上位10％、中央値、
下位10％の数値を算出した。
2ここでの年間所得とは、調査前年10月～調査年9月の1年間の合計である。
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る有業の妻、上位10％の値）を除いて、夫
の所得の数値は落ち込んでいる。

　もう少し詳しく夫の所得の中央値を見る
と、3歳未満の子供のいる家族では、有業の
妻で、1997年に447万円から2012年に415
万円と、32万円の減少である。一方で、無
業の妻で、同期間に490万円から462万円と、
27万円の減少である。
　3～5歳の子供のいる家族では、有業の妻
で、1997年に484万円から2012年に441万
円と、43万円の減少である。一方で、無業
の妻で、同期間に586万円から540万円と、
46万円の減少である。

　　　　　　　　　　図2
　　　　3歳未満の子供のいる家族
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　末子年齢及び妻の就業状態に関わらず、夫
の所得が減少している。この1997～2012年
の間は、デフレ期にあたり、賃金制度の改革
や、賞与の削減が進んだことが影響している。
【夫の所得の開き】

　続いて、夫間の所得の開きを見てみよう。
所得の開きを表す指標はいろいろあるが、図
1の数値を利用して、中央値と下位10％の
開き（中所得者と低所得者との所得倍率）及
び上位10％と中央値の開き（高所得者と中
所得者との所得倍率）を図2に示した。
　図2を見ると、妻の就業状態に関わらず、
夫の所得に著しい開きは確認できない。中央
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値と下位10％の開きは、3歳未満の子供の
いる家族では、有業の妻で、1997年に1．8
から2012年に1．8、無業の妻で、同期間に1．6

から1．8と、ほぼ一定の水準である。一方で、

3～5歳の子供のいる家族でも、同期間に、
有業の妻で1．8から1．9に、無業の妻で1．7
から1．8と、ほぼ一定の水準を示している。

　また、上位10％と中央値の開きは、3歳
未満の子供のいる家族では、有業の妻で、
1997年に1．6から2012年に1．7、無業の妻で、

同期間に1．7から1．7と、ほぼ一定の水準で
ある。一方で、同期間に、3～5歳の子供の
いる家族でも、有業の妻で、1．7から1．7に、

無業の妻で、1．6から1．7と、ほぼ一定の水
準を示している。

　図2から、1997～2012年にかけて、中央
値と下位10％の開きの方が上位10％と中央
値の開きよりも大きい。すなわち、高所得者
と中所得者の所得倍率よりも、低所得者と中

所得者の所得倍率の方が大きい。この間の所
得の低迷の影響は、低所得者の方により大き
かったことが窺える。この事実を踏まえれば、

民主党政権が子供手当を導入して、子育て世

帯に対して所得補償を導入したことにはそれ
なりの理由があったことがわかる。

2．夫の所得と妻の就業

　続いて、夫の所得別に見た妻の就業率を図
3に示した。この就業率は、ふだん収入を得
る目的で仕事をしている人の割合のことを言
う。図3には最新の2012年調査と1997年調
査の数値を示した。

　末子年齢3歳未満について、妻の就業率
を見ると、2012年で200万円未満が57．8％
と最も高く、次いで100万円未満が57．3％、
300万円未満が50．・4％などとなっている。夫

の年収300万円未満の妻の就業は5割を超え
ているが、300万円以上のそれは5割に達し
ていない。なお、総数では41．4％である。

　1997年と2012年とを比較すると、妻の就
業率は全ての所得区分で10ポイントを超え
る伸びを見せている。中でも1000万円以上
で17．5ポイントと、高所得層では大きな伸
びを見せている。

　3～5歳の妻の就業率は、2012年で100
万円未満が75．0％と最も高く、次いで200

図3　夫の所得別に見た妻の就業率（夫婦と子供の家族、夫は就業者）
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万円未満で73．0％、300万円未満が70．7％
などとなっている。夫の年収1000万円未満
の妻の就業率は5割を超えているのに対し
て、1000万円以上では5割に達していない。
なお、総数では54．6％である。

　1997年と2012年とを比較すると、妻の就
業率は全ての所得階級で伸びを見せている。
中でも1000万円未満で13．3ポイント、700
万円未満で12．8ポイントと、高所得層で大
きく伸びている。

　図3から、末子年齢別に、夫の所得と妻の
就業率を眺めれば、夫の所得が高くなるに
従って、妻の有業率が低くなる経験則は成立
しているとみなせる。子供の年齢及び夫の所
得階級によって、妻の有業率の数値は異なる
が、ダグラス・有澤法貝1」が概ね観測できるこ

とは極めて興味深い。日本では近年ダグラス・

有澤法則が成立しなくなっているという研究
結果も報告されている。しかし、就学前の子
供のいる家族については、依然として成立し
ているとみなせるであろう。

3．妻の所得の特徴

【妻の所得の数値】

　続いて、妻の所得の状況について「就業構
造基本調査」から整理する。しかし、この調
査の公表結果からは、子供の有無別・末子年
齢別について、妻の所得状況を見ることはで
きない。子供が就学前かどうかの区別はでき
ないため、夫婦と子供の家族全体について、

妻の所得の上位10％、中央値、下位10％の
数値を図4にまとめた。なお、参考として、
夫婦のみ、夫婦と親、夫婦と子供、夫婦、子
供と親、の家族の総数も加えて、家族のいる
妻の所得の数値を示した。前節までと同様に

図4　就業している妻の所得の上位10％、
　　　中央値、下位10％の値
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夫が働いていない家族は取り除いている。夫
が働いた上で、妻が働くかどうか、働くとし
たらどれぐらい稼ぐかの意思決定をした家族
について取りまとめた結果である。

　妻の所得は、①1997～2012年の間に夫婦
と子供の家族では中央値は若干大きくなって
いる。②1997～2012年の間の下位10％の
所得はほぼ一定であるが、上位10％の所得
は減っている。

　もう少し詳しく妻の中央値を見ると、1997

年に111万円から2012年に122万円と、11
万円の増加である。一方で、同期間に、総数
では133万円から131万円と若干減っている。
　夫婦と子供の家族の方が、家族総数に比べ
て、妻の所得の中央値は小さい。子供がいる
場合には、パートタイム就業に切り替える場
合が多いことが影響しているのであろう。ま
た、中央値を見る限り、過半数の人が130万
円未満に所得を抑えている実態が窺える。
【妻の所得の開き】

　参考までに、妻の所得の開きについても、
夫の所得の開きと同じように見てみよう。中
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　　　　　図5妻の所得の開き　　　　　表1　税・社会保障制度と妻の年収の関係
倍率“中央値と下位10％の開き中上位10・／eと中央値の開き　　　　　（夫がサラリーマン、妻がパート）
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央値と下位10％の開き及び上位10％と中央
値の開きを図5にまとめた。

　図5を見ると、妻の所得の開きは、夫の所
得に比べてはるかに大きい。妻が正規雇用者
なのかパートタイム雇用者かによって、賃金
に大きな開きがあるからである。中央値と下
位10％の開きは、1997年に2．3から2012年
に2．5になり、上位10％と中央値の開きは4．2

から3．7に縮まっている。

4．税・社会保障制度と妻の就業

　続いて、税・社会保障制度と妻の年収の関
係を表1にまとめた。この表は、夫が正社員、
妻がパートタイムで就業している場合を想定
している。なお、夫が高所得者の場合や妻が
自営業で働いている場合はこの表に当てはま
らない。

　妻の年収が103万円未満の場合には、夫に

妻の年収

100万円
未満

100～
103万円

103～
130万円

130～
14で万円

141万円
　以上

妻の所得税 かからない かかる

妻の住民税

妻の社会保険料 かか・な・　1かか・
夫の税金 配偶者控除あり 1配偶禦1腔除1

配偶者控除が適用される。配偶者控除が適用
された場合と適用されない場合とでは、実際
に受け取る所得が変わる。このことは一般に
「103万円の壁」として知られている。

　さらに妻の年収が130万円を超えると、配
偶者の扶養者として免除されていた社会保険
料を負担しなくてはならない。妻自らが厚生
年金及び健康保険へ加入して、保険料の支払
いが生じる。このことは「130万円の壁」と
しばしば言われる。この厚生年金保険料の支

払いによって、将来の年金受給額は増加す
る。しかし、妻の手取り収入は年間約15万
円3以上減少することから、社会保険料負担
によって減った所得分を補うためには、年間
150万円以上稼ぐ必要がある。社会保険料は
労使折半であるため、企業側にも保険料の負
担が生じる。

【配偶者控除の適用者】

　配偶者控除の適用者4がどのぐらいいるの
かが次頁図6にまとめられている。1年間の
給与所得額（給料・手当及び賞与の合計額で、

：s2014年9月分から厚生年金保険料率は17．474％、介護保険料も含めた健康保険料率は11．69％、介護保険料
　を含めない健康保険料率は9．97％である。厚生年金の最低報酬月額9．8万円の時の労働者負担分は10．3万
　円である。同時に愛知県の全国健康保険協会管掌健康保険に加入して、介護保険料も負担したとすると、保
険料6．9万円が加えられる。なお、介護保険料を負担しない場合の健康保険料は5．8万円である。
1年末調整を行った1年を通じて勤務した給与所得者かつ納税者から算出した。
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図6　配偶者控除の適用者の割合 表2　パートの就業調整の実態
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資料：国税庁「税務統計からみた民間給与の実態」

給与所得控除前の収入金額）別に、配偶者控
除をした人の割合を示している。この割合は
男女別には公表されておらず、夫だけではな
く、妻の数値も含まれている場合もある。

　図から、給与所得が上がるにつれて、配偶
者控除の適用者の割合は大きくなっている。
2012年では、1000万円以上では60．7％が最
も大きく、次いで1000万円以下で22．9％、
900万円以下で22．1％などとなっており、全

体では24．5％、4分の1の人が利用してい
る。

　1997年と2012年とを比較すると、500万
円以下の適用者の割合は増えている一方、
500万円以上の適用者の割合は減っている。
中でも1000万円以上では9．2ポイント、と
落ち込みを見せている。また、全体では
1997年に30．9％から2012年に24．5％、6．4
ポイント落ち込んでいる。

　1997～2012年の間に、配偶者控除の適用
割合は高所得者層では低下傾向にある。しか
し、配偶者控除を受けている人の割合は依然
として多い。このことは税制や社会保障制度
が配偶者の労働供給に影響を及ぼしている可
能性が考えられる。

2001 2006 20月

女性 配偶者
あり 女性 配偶者

あり 女性 配偶者
あり

パート計 1000 1000 1000 1000 100．0 100．0
就業調整をし
ている

26．7 33．5 22．4 26．9 17．5 21．0

就業調整をし
ていない

61．4 57．5 68．4 66．3 72．8 72．0

就業調整をしない理由
就業調整を気
にしていない 一 一 一 一 33．6 29．7

関係なく働く 26．0 22．0 22．9 2t1 一 一

調整の必要が
ない

35．4 35．5 43．5 43．2 35．9 38．9

資料：厚生労働省「パートタイム労働者総合実態調査」

【パートの就業調整】

　続いて、所得税や社会保険料等に対応して
過去1年間の所得について就業調整をしてい
るかどうかについて表2にまとめた。女性
パート及びそのうち配偶者のいる女性パート
の回答者割合を示した。「パートタイム労働
者総合実態調査」では、配偶者の有無につい
て2001年から調査しており、表には過去の
数値をまとめた。なお、就業調整をしている
かどうかという回答として、「分からない」、

「その他」、という回答者割合は表から除いた

ため、表の数値を合計しても100％にはなら
ない。また、調査年によって、就業調整をし
ていない理由の項目が異なり、注意を要する。

　直近の2011年では、就業調整をしている
女性は17．5％であり、配偶者のいる女性で
は21．0％である。2001年と2011年とを比較
すると、就業調整をしている女性は9．2ポイ
ント、配偶者のいる女性では12．5ポイント
落ち込みを示している。表2から、就業調整
をしているパートは2割弱であり、7割を超
えるパートは就業調整をしていない。
　ここで、就業調整をしていない理由を見る
と、就業調整をする必要がないという回答者
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割合は、2011年に女性で35．9％、配偶者の
いる女性で38．　9％である。この数値を見る

限り、3分の1を超える人は、就業調整をす
る必要がないため、調整をしていない。

　一方で、就業調整を気にせず働いている女
性も3割弱いる。配偶者のいる女性では、就
業調整をする必要がない場合、就業調整を気
にせず働く場合、就業調整をする場合の3つ
が存在している。

　最後に、就業調整しているパートについて、

その理由について表3にまとめた。この表も
女性及び配偶者のいる女性の回答割合を示し
た。

　2011年の調整の理由（複数回答）をみる
と、「自分の所得税の非課税限度額（103万円）

を超えると税金を支払わなければならないか
ら」が女性で61．5％、配偶者のいる女性で
63．0％が最も多く、過半数を超えている。

　次いで、「一定額（130万円）を超えると

表3　就業調整する主な理由（複数回答）

（複数回嫁、％）
2001 2006 2011

女性 配偶者
あり 女性 配偶者

あり 女性 配偶者
あり

自分の所得税の非課税限
度額（103万円）を超えると
税金を支払わなければなら 726 745 671 669 615 630
ないから
一定額を超えると配偶者の
税制上の配偶者控除が無く
なり、配偶者特別控除が少 451 495 461 504 330 377
なくなるから

一定額を超えると配偶者の
会社の配偶者手当がもらえ 254 2フ8 265 289 181 206
なくなるから

一定額（130万円）を超える
と配偶者の健康保険、厚生
年金等の被扶養者からはず 382 42．0 441 481 431 493
れ、自分で加入しなければ
ならなくなるから

正社員の所定労働時間の3
／4以上になると健康保
険、厚生年金等に加入しな 44 44 69 7．0 44 43
ければならないから

会社の都合により雇用保
険、厚生年金等の加入要件
に該当しないようにしている 31 19 91 84 38 26
ため

資料：厚生労働省「パートタイム労働者総合実態調査」

配偶者の健康保険、厚生年金等の被扶養者か
らはずれ、自分で加入しなければならなくな

るから」が女性で43．1％、配偶者のいる女
性で49．3％である。続いて、「一定額を超え

ると配偶者の税制上の配偶者控除が無くな
り、配偶者特別控除が少なくなるから」が女
性で33．0％、配偶者のいる女性で37．7％で
ある。

　就業調整の理由から、103万円の壁あるい
は130万円の壁の影響はやはり大きいと考え
られる。図4から、夫婦と子供の家族の妻で
は、過半数の妻の年収が130万未満であるこ
とをすでに見た。社会保険料の負担を考えて
年収130万円未満に抑えているものと考えら
れる。

　なお、2016年10月から、パートに対して、
①1週間の所定労働時間が20時間以上、②
月額賃金8万8千円以上（年収106万円以
上）、③継続雇用が1年以上、④従業員規模
501人以上の事業所に勤務、の条件を満たし
た場合には厚生年金の加入が義務付けられ
る。500人以下の事業所で働くパートへの厚
生年金の適用についても、今後検討される。

　女性人材のより一層の活躍を図る上でも、
税制度や社会保障制度の体系の見直しは必要
と考えられる。安倍政権下では2014年3月
に配偶者控除などの見直しを経済財政諮問会
議に指示し、5月の産業競争力会議では配偶
者控除などの見直しを協議する場を新たに設
置する方針を示した。社会保険料の負担の在
り方が見直される場合、女性パートの就業の

あり方が変わり、これが今後の労働市場を大
きく変える可能性がある。

一 39一



第2回産政塾活動報告

●テーマ：華麗な舞台を支える、縁の下の力持ち
●と　き：2014年4月18日團
●場　所：兵庫県西宮市阪神甲子園球場
●内　容：・スタジアム見学
　　　　　・阪神園芸㈱OB　中川和男氏講演
　　　　　・グループディスカッション
　　　　　・甲子園歴史館見学

～裏方の「おもてなし」の心を学ぶ～

　第2回産政塾は、　「華麗な舞台を支える、縁の下の力持ち」をテーマに、常には陽の目を見るこ
とのない「裏方」で仕事をされている方の“思い”や“こだわり”に触れることで、自身の仕事に対す
る考え方を見つめ直し、新たな境地を切り開く（殻を破る）ことを目的とした企画です。
　当日は野球の聖地である阪神甲子園球場を訪問。スタジアム見学や歴史館見学の他、阪神電気鉄
道の鉄道部門に従事された後、甲子園球場で20年間勤務し、現在は甲子園球場歴史館でボランティ
アガイドとして活躍されている、いわば“甲子園球場のプロ　中川和男氏”の講演を聴講した塾生が
「何を学び」そして「何を得たのか」…。以下のレポートをご一読ください。

1．テーマ選定

デンソー労働組合

宇　井　　　大

　世の中には、世間の
注目を集める華やかな
人や仕事が存在する一
方、そういった方々を
支えるいわゆる「裏方」

の人や仕事が数多く存
在する。普段、華やか
な「表舞台」にばかり

に目を取られ、忘れが

ちになっている「裏方」の仕事に触れること
で学び、気付きを得、自身の仕事を見つめ直
す機会にしたいと考えた。

　具体的な「裏方」の仕事として、安心・安
全なグランドを提供し、野球選手が最高のパ

フォーマンスを発揮できる「表舞台」をつくっ

ているグランドキーパーに注目。国内の球場
は屋根付き（ドーム型）でかつ人工芝の球場
が大半を占める中、偉大な歴史とともに、野
球本来の醍醐味を味わうことができる「土」
と「天然芝」の甲子園球場には、他の球場に

はない“思い”や“こだわり”があるのでは
ないかと考え、阪神甲子園球場にスポットを
充てた。

2．企画当日

1）スタジアム見学
　スタジアム見学では、中川氏自ら案内役と
なり、甲子園球場の歴史・リニューアル工事
後の球場の特徴や、土・芝に対するこだわり
などを説明いただいた。スタジアム見学では、
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普段は関係者以外立ち入ることのできない球
場の裏側だけでなく、数々の名場面・名勝負
が繰り広げられてきたグランドにも足を踏み
入れ、甲子園球場の広さや歴史そして偉大さ
を改めて感じることができた。
　また、リニュー瓢懸i「”‘　　　　S　　L

アル工事により、

環境面では銀傘
（バックスタンド

の屋根）に太陽
電池を設置。安全面では地中への梁の新設。
快適性では車椅子席の設置や託児所の設置な
ど、一世紀近くの年月を歩んできた甲子園球
場の「歴史と伝統」を継承しつつ、「環境へ
の配慮」や「安全性の向上」、「快適性の向上」

といった来場者や社会を意識した甲子園球場
の姿勢を感じることができた。

2）中川和男氏講演
　講師の選定にあたっては、甲子園球場のグ
ランドを管理する阪神園芸㈱のグランドキー

パーの方に講演をお願いしたいと考えていた
が、企画当日はプロ野球の公式戦が開催され
ることおよび現役グランドキーパーがこう
いった企画に対応したことは過去に例がない
ため難しいとのことであった。

　一度は諦めかけたが、阪神園芸㈱のOBで、

現在は甲子園球場歴史館のボランティアガイ
ドを勤める中川和男氏なら我々の趣旨に沿っ
た対応が可能ではないかとのご提案があり、

後日、中川氏へ確認していただくと、幸いに
も中川氏から「対応可能」との返事をいただ
くことができた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑

塁

、轟翻

　講演では、甲子園球場の建設にまつわるエ
ピソードをはじめ「裏方」のこだわりや心構

えについて話をしていただいた。r仕事に対
する妥協を許さない強い信念」や「日々の地
道な努力がいつか成果として現れる」といっ
た中川氏が長年の経験から身をもって体得し
た仕事観は、非常にリアリティのあるもので
あった。

　また、講演の端々で出てくる「仕事は一人
で完結しない、常に活かし、活かされている」、

「選手やお客様が裏方である我々の仕事をよ
く理解し、見てくれている」、「裏方の我々が

存在するのは、支えてくれている前工程が
存在してこそ」、「仲間に支えられたからこそ

仕事ができていた」といった周りに対する感
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謝の言葉は、中川氏の人柄そのものを表して
いるようで非常に印象的であった。

3）グループディスカッション
　グループディスカッションでは、スタジア
ム見学および中川氏の講演を受けての「学び・

気付き」といった観点と「今後、自分の仕事

に活かしていきたいこと」という2つのテー
マで、チーム毎に議論し、出た意見について
発表を行った。

◇『

か

ノ）1一　ノ

　今後、活かしていきたいこととして「誰の
ために仕事をしているか常に意識する」、「職

場の仲間、顧客に対し、感謝の気持ちを持ち
続けること」といった意見が各チームより発
表された。

4）甲子園歴史館見学
　甲子園歴史館では、初代優勝旗や記憶に残
る名場面・名勝負を写真・映像で紹介する「高

校野球ゾーン」や阪神タイガースの歴史を年
表に沿って紹介する「阪神タイガースゾー一一一・ン」

などを見学。

　他にも、通路の壁面を使って甲子園を題材
とした各種漫画の紹介や、ドラフト会議の体
験コーナーなど、野球ファンならずとも誰も
が興味をそそられる工夫が施されており、日
本の野球文化の振興と野球ファン拡大に貢献
するという甲子園球場の姿勢を感じることが
できた。

3．企画を振り返って

　今回の企画を通じて、グループディスカッ
ションの項でも述べた通り、自分は何の為に
仕事をしているのかといったことや、お客様
や選手だけでなく、」二司や部下、前工程で支

えてくれている社内外の人たちがいるからこ
そ仕事ができているという基本的だがっいっ
い忘れがちになる「仕事への基本的姿勢」を
再認識できるよい機会になったと思う。この
基本姿勢を一過性のものとせず、常に心に留
めて公私ともに活かしていきたいと思う。

　最後に、今回の企画にあたり我々のわがま
まなお願いにも、真摯かつ丁寧にご対応いた
だいた阪神甲子園球場副球場長の平井氏、阪
神甲子園歴史館の日野氏、廣瀬氏、そして、
快く講演を引き受けてくださった中川氏に対
し、この場を借りて改めて御礼申し上げたい。
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第3回産政塾活動報告

●テーマ：障がい者スポーツを体験し、多様性について考える
●と　き：2014年5月16日團
●場　所：大阪府堺市　ファインプラザ大阪
●内　容：・障がい者スポーツ体験
　　　　　・施設見学
　　　　　・グループディスカッション

第3回産政塾は、「障がい者スポーツを体験し、多様性について考える」をテーマに、大阪府の
「ファインプラザ大阪」で開催されました。ファインプラザ大阪は、スポーツ・文化・レクリェー
ションを通じて、障がいのある方の自立と社会参加を促進し、障がいのある方とない方が相互理解
と交流を図るふれあいの場として設立された施設で、スポーツ指導員の方が常駐されています。
労働力減、人口構造が変化する中、従来以上に年齢や国籍や性別など多様な人々との共生が求め
られています。そんな中、多様性の一つである障がい者の立場を、スポーツを通じて理解・体感す
ることで、視野を広げた塾生のレポートをお読みください。

1．殻を破るためのテーマ選定

トヨタ車体株式会社

鈴　木　かおり

、，　当初はある大事業を

　テーマに決め、講演を
　打診したが、受け入れ
　ていただくことが出来
横
　ず、テーマの変更を余1
　儀なくされた。そこで、

　もう少し身近なことに
　着眼することにした。
　　メンバーの仕事は人

事や労働組合など「人」に関わることが多い。

環境が変化し、多様な人との共生がますます
求められていく。今回は、多様性の一つであ
る障がい者の立場を理解・体感することで、
視野を広げるとともに、スポーツの世界で挑
戦し続けるチャレンジ精神から私たちが殻を

破るヒントを学ぶことにした。

　今回は、大阪府立障がい者交流促進セン
ター・ファインプラザ大阪に出向き、障がい
者スポーツをやってみる、障がい者がスポー
ツする姿を見てみる、感じたことをグループ
討議で話しあう、ことを実施した。

2．まずはやってみる

　まずはじめにやってみる、ということで、
3種目の障がい者スポーツを体験してみた。
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（1）サウンドデーブルテニス
　ボールの転がり音だけを頼りに行うサウン
ドテーブルテニス。アイマスクを装着する
だけでもかなり心細く、最初の印象ではラ
リーなんて到底できそうにもないと誰もが感
じた。しかし、耳を澄まして鈴の音に集中し
ているとボールが来るタイミングだけでなく

コースもわかるようになってきた。短時間の
体験の中でもラリーが続く気配があり、もう
少し練習をすれ
ば何とかものに
なりそうだと、
予想以上に手ご
たえを感じるこ
とができた。

（2）風船バレー

　鈴が入った大きな風船で行う風船バレー
は、どんな障がいの人も分け隔てなくみんな
で楽しもうというコンセプトの6人制のバ
レーボール。私たちは車いすの人1人、腕を
拘束した人が1人、アイマスクをした人1人
という条件で体験した。相手コートへ返球す
る際のルールも、全員がかならず風船に触れ
てからと、とことん「みんな」にこだわって
いる。相手コートへ返球するためには全員の
協力が必要だ。大きな声を掛け合いながら一
致団結するこの風船バレーは予想外におもし
ろかった。ルール整備をしっかりすれば、障

がいのあるな
しに関係なく

楽しめること
を実感した。

（3）車いすバスケット

最後はパラリンピック正式種目の車いすバ

スケットを体験した。ハードな競技だが、車
いすにはそこかしこに安全への配慮がなされ
ている。車いすに乗ってみると思い通りに操
作するのは難しいが、ターンしてみるとすご
く小回りが利き軽快さに驚く。シュート練習

は2人しかゴールが決められずトレーニング
の必要性を感じたが、車いすでもスポーツの
魅力を十分に感じることができた。それどこ
ろか、車いすを操作やスピード感など健常者
のバスケットにはない魅力を感じることがで
き、全員夢中になって楽しむことができた。

3．見てみる

　そのあと、施設や利用者がスポーツを楽し
む様子を見学した
　車いすの高齢の女性が卓球を楽しむ姿を拝
見したが、ものすごく上手い。また、30年通っ

ているというお年寄りはバタフライで泳ぐと
いう。

　この施設はバリアフリー化が丁寧に施され
ている。たとえば、照明スイッチが車椅子の
方が使いやすい場所へ設置されていたり、廊
下で音声ガイドが流れたり。

　環境の整備や気持ちよく利用できるルール
づくりは必要である。障がい者のためだけで
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はなく、老若男女間わず利用しやすいこと、
これが本当のバリアフリーなのではないか。
　ここには、利用される皆さんの笑顔、イキ
イキした姿がある。

4．感じたことを話しあう

　グループ討議では、「相手の立場になって
分かったこと・気づいたこと」「多様性ある
社会で、どのように行動すべきか」「自分の

殻を破るために挑戦したいこと」の3つの
テーマで論議を行った。

　出た意見の多くは、「やってみないとわか
らない。挑戦すること、気づいた一人ひとり
が行動に移すことが重要」など。

　塾長の最後のあいさつにもあった。寄り添
うことは必要だが、障がい者を特別扱いする

など憐れみは不要。むしろ、優れたところが
必ずある。

　我々はその一部を「体験」を通じて身をもっ

て感じることができた。自分の思い込みを乗
り越え、勇気をもって行動に移す。これを社
会のなかで実践していきたい。

5．最後に

ジ
婁　　　　し

野∵じ∴警「哲翠

　最後に、今回の企画を実行するにあたりお
世話になったファインプラザ大阪の皆様へこ
の場を借りて厚くお礼申しあげます。

第3回産政塾担当　⊂グループほうとう
　
　
　
　
彰
社
一

　
　
　
　
英
会
ソ

　
　
　
　
山
式
ン

　
　
　
　
立
株
デ

轟
雛

豆
購
蕪 鈴木かおり

トヨタ車体
株式会社
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●テーマ：危機を乗り越えるための夢の力
●と　き：2014年5月30日團
●場所：千葉県いすみ鉄道
●内　容：・いすみ鉄道　鳥塚社長講演
　　　　　・いすみ鉄道乗車　大多喜駅～大原駅～国吉駅
　　　　　・いすみ鉄道応援団とひまわりの種まき
　　　　　・グループディスカッション

　第4回産政塾は「危機を乗り越えるための夢の力」というテーマのもと、廃線寸前のローカル線
だった“いすみ鉄道”の様々な取り組みを学び、どのように現状を打破し、勇気を持って自分の理想
の実現のための一歩を踏み出せるかについて考え直すことを目的とした企画です。
　当日は品川駅に集合し、バスで1時間半かけていすみ鉄道の本社がある千葉県大多喜町を訪問。
社長の講話、いすみ鉄道への乗車、いすみ鉄道応援団との交流を行いました。
　素晴らしい自然の中で行われた企画のレポートを是非お読みください。

1．テーマ選定

　　株式会社
東海理化電機製作所

高　橋　弘　明

　子供の頃、誰もが
未来の自分を想像し、
様々な夢を描いていた
はず。しかし、歳を重

ねるに連れ、自分の描
いていた夢を心の片隅

にしまい込んで社会に
足を踏み出すことが多

いのではないだろう
か。

　しかし、どうすれば、現状を打破し、勇気
を持って自分の理想の実現のための一歩を踏
み出すことが出来るのだろうか？
　いすみ鉄道は千葉県にある全長27．8kmの
ローカル線である。赤字が続く中、経営を

立て直すため社長の公募が行われた。選ばれ
た鳥塚社長の前職は航空会社のブリティッ
シュ・エアウェイズ。そして、鉄道DVDを
販売する鉄道マニアとしても知られていた。

　鉄道マニアの鳥塚社長が鉄道会社を再建す
るために、どういった思いで何に取り組んだ
のか、また、地域はどのように支えているの
か、ということから、「危機を乗り越えるた
めの夢の力」について考えることとした。

2．企画当日

1）鳥塚社長講演
　鳥塚社長の講演は、実際に運行されている
いすみ鉄道の目玉でもある“ムーミン列車”
の車両の中で、「自身の夢」「いすみ鉄道にか

ける思い」「いすみ鉄道をブランド化する戦
略」について、講演いただいた。
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1ヤ・曙醗臨て・！易

　日本全国には、いすみ鉄道のようなローカ
ル線は数多く存在する。経営者の多くは、“利

用者の減った鉄道は負担でしかない”と考え、

こうした固定概念がローカル線を衰退させた
と社長は語る。都会育ちの社長は地元の人で
は気づかない「ローカル線のよさ」をアピー
ルし、観光鉄道としての再生を目指した。鉄
道マニアや女性など、従来の鉄道会社のター
ゲットとなっていない層を積極的に呼び込む
ことで売上げを回復していった。東京から1
時間で来られるという立地を活かし、テレビ
などのロケの誘致も行っているそうだ。

　都会から来た人が、「ここはいいところで
すね」と言うことで、地元の人の意識も変わっ

てきた。現在はイベントへの協力や駅の整備
に協力する“いすみ鉄道応援団”などが活発
に活動している。

　講演の最後には、鳥塚社長から、「曲げら
れないポリシーを持つこと」「ただし、環境

の変化に応じて
フレキシブルで

あること」と
いった塾生への
アドバイスをい
ただいた。

　講演を聞いた塾生たちは、鉄道に対する社
長の思いと行動力に圧倒されるとともに、経
営センスの素晴らしさに感銘を受け、社長か
らのアドバイスを深く心に刻んだようだっ
た。

2）いすみ鉄道乗車
　社長講演後、塾生全員でいすみ鉄道に乗車
し、千葉県房総半島の内陸に位置する大多喜
駅から外房にある大原駅まで、里山と田畑の
広がる懐かしい風景を走るローカル鉄道を体
験した。

　いすみ鉄道の「ここには、なにもないが

遭 ，・♪忌隔L弓　．
で磯駐熱鼠気翻臨麟玉鍵
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あります。」というキャッチコピーそのまま
の風景を前に、「ローカル線こそが、私たち
日本人の心の余裕であって、原風景だと私は
思っています」という社長の言葉を思い起こ
していた。

3）いすみ鉄道応援団との交流
　企画の後半には、ボランティアで活動する
“ いすみ鉄道応援団”とひまわりの種まきの
支援活動を“風そよぐ谷　国吉駅”で行った。

国吉駅の特徴は構内にはムーミンショップが
あることだ。そして、ムーミンたちが出てき
そうな広場があり、そこでひまわりの種まき
をお手伝いした。花が咲くころ再訪したいと
いう塾生たちの声があった。

　応援団の皆さんは、ひまわりの種まき以外
にも、駅構内の清掃や、鉄道沿線に菜の花を
植えるといった活動を続けている。こうした
地域住民との交流を通じて、地元ローカル線
を存続させたい強い思いに触れることができ
た。

交流を踏まえ、身近な職場や職場外のコミュ

ニティに今後どのように関わっていくべき
か」について熱心に話し合い、グループ毎に
発表を行った。

3．最後に

　鳥塚社長が実現した夢・思いに触れ、いす
み鉄道応援団の活動を支援することで、信念
を持ち続けることの大切さと明日への活力を
見出すきっかけとなる企画となった。

　最後に、本企画に全面的にご協力いただい
た、いすみ鉄道株式会社の鳥塚社長、田中様、

いすみ鉄道応援団の掛須団長と皆様に対し、
この場をお借りして改めてお礼を申し上げる

とともに、今後はいすみ鉄道のアピールを地
道に行っていく事もお約束したい。

4）グループ討議
　グループ討議は応援団の手によって作られ
た駅前広場“風そよぐ谷”で行った。当日は
5月としては大変暑い日だったが、「社長講
演を聞いて気付かされたこと」「応援団との
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第4回産政塾担当　Aグループ　赤ずきんちゃん

鬼頭圭介
トヨタ自動車
労働組合

青山晴美
トヨタ紡織
株式会社

平井　　基
丸栄労働組合

山下太己
株式会社
豊田自動織機

　
　
　
　
　
　
　
所

　
　
　
　
　
　
　
東
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日本の雇用と中高年

亡駄1湘へ粥

ら5評

澄
墜
串

甘
本
の
雇
用
と

巾
高
年

濱ロ桂一郎著
筑摩書房刊

780円（税別）

　欧米では、経験の浅い若者からリストラされて行き、日本では、

年功的処遇で、人件費の高い中高年からリストラされていく。「ジョ

ブ型」の欧米では、雇用問題は若者問題であるのに対して、「メン

バーシップ型」の日本では雇用問題は中高年問題である。本書では、

中高年に厳しい日本の雇用システムについて、如何にして長期雇用、

年功的処遇の日本型雇用システムが固まって行ったのかを、戦後の

日本の雇用システムと雇用政策の流れを通して概説している。そし

て、今後の制度設計には、雇用システム単独ではなく、社会保障シ

ステムなど他のシステムを同時並行して考えていく必要があると説

く。話題の限定正社員、ホワイトカラー・エグゼンプションなど、

雇用・労働問題を考える上でも読んでおきたい一冊。

弁護士をめざして
56歳からの挑戦

56　　お　　をめさして　　歳からの

塾挑戦
　繍一野
　　　漉嘔　裕治覇

加藤裕治著　法学書院刊
　　　　　　1，380円（税別）

　著者は、弊財団の前理事長である。本書は、司法試験合格ま
での体験記である。司法試験？自分には関係ないと思う方も多
いと思うが、特に注目したいのは、56歳で司法試験への挑戦
を決意し、6年かけて見事やり遂げた、その背景にある、「人
生二度生き」の哲学である。健康寿命も70歳になり、生涯現
役で、元気なうちは働きたいと思っている人も、まだ、先の話
だと思っている人も、「人生二度生き」の考え方で、人生の後
半をどう生きていくのかをあらためて考えてみることも必要
ではないだろうか。

　　企業力を高める
女性の活躍推進と働き方改革

　少子高齢化と人口減少の中、女性の活用は、企業の喫緊の課
題になっている。本書は、「女性活躍推進の意義と効果」、「ダ

イバーシティ推進と働き方改革」をテーマに、女性が活躍する
組織、女性リーダーの育成などについて、学習院大学の今野浩

一郎教授、中央大学の阿部正浩教授など、18人の有識者によ
る17講が収録されている。女性の活用やダイバーシティの推
進を担当している人事や組合役員の参考になるだろう。

経団連出版（編）
　　　　　　1，800円（税別）
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　　／
A産政研
＼喫より

4月18日團

5月16日團

5月30日團

6月4日㈱

6月19日困

6月27日團

2014年4月～6月末までの主な動き

第2回産政塾を開催（兵庫県西宮市）
　テーマ：『華麗な舞台を支える、縁の下の力持ち
　　　　　　～裏方の「おもてなし」の心を学ぶ　～』

第3回産政塾を開催（大阪府堺市）
　テーマ：「障がい者スポーツを体験し、多様性について考える」

第4回産政塾を開催（千葉県）
　テーマ：「危機を乗り越えるための夢の力」

労働関係シンクタンク交流フォーラム幹事会に出席（東京、連合会館）

第3期調査研究「職場力向上のための社内コミュニケーションのあり方」
第5回専門委員会を開催（名古屋市）

第5回産政塾を開催（京都府京都市）
　テーマ：「日本のミライのカタチを知り考動する」

編集後記
　この産政研フォーラムがお手元に届くときには、ワールドカップで日本代表の1次リーグ突破か
どうかが明らかになっているでしょうが、多くの日本人が関心を持ち興味を持って試合の結果に一
喜一憂していたことは間違いないでしょう。
　ただ気になる話をインターネットで発見しました。それは、東京の某テレビ局が、日本一コート
ジボアール戦の生放送中に、その放送を見ていない人に対して、「なぜテレビを見て応援しないの
か？」「観戦しない理由は何か？」というようなことを街頭インタビューで聞いていたというもの。
直接番組を見ていないので評価はできませんが、その試合を観戦し日本を応援していない人がおか
しいというようなニュアンスに感じました。グローバル時代といわれる中、多様化を認め合うこと
の重要性がますます高まっているときに、このようなひとつの価値観以外は認めないようなトーン
でマスコミが番組を放送することには違和感を覚えます。幸い多くのビューワーが、当該テレビ局
に対して批判的なコメントを掲載していましたが、「異なるもの」を受け入れる度量の必要性を改
めて思い起こすことになりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小木曽）

目
圃
函

三　写it　i 編集・発行所
中部産政研発行日平成26年6月30日発行人東正元
公益財団法人中部産業・労働政策研究会

〒471－0833愛知県豊田市山之手8丁目］31番地全労済豊田会館3階
TEL（0565）27－2731　FAX（0565）27－2259ホームページhttp：／／www．sanseiken．or．jp
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ZENRO5Al皿郵

家族の“まさか”を支える安心の保障です。
　　　　　　　　　“まさか”のけがや病気に、予期せぬアクシデントに。
こくみん共済は、年齢や性別にかかわらず手頃な掛金てムリなく加人できる、安心の保障ですb
　　　　　　　　　　　あなたと家族一人一人の“まさか”を支えます6
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全国労働者共済生活協同組合連合会　　になれば、各種共済をご利用いただけます。
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